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                   開 会 

 

○事務局 ただいまから、国土審議会計画部会 第２回国土基盤専門委員会を開会いた

します。よろしくお願いいたします。議事に入るまでの間、司会を務めさせていただき

ます。 

 初めに、今回初めてご出席の委員の方をご紹介させていただきます。三友仁志委員で

ございます。 

○事務局 次にお手元の資料の確認をさせていただきます。 

 議事次第がございまして、その中に配布資料リストがございます。 

 資料１は、委員の先生方の名簿でございます。 

 資料２に、国土基盤に関する論点、これは去る１１月１７日の国土審議会第４回計画

部会の資料でございます。 

 資料３もその計画部会の資料の論点に関する参考資料でございます。 

 資料４は、国土審議会計画部会の各専門委員会における議論の状況をまとめたもので

ございます。 

 資料５は、前回の委員会における議論を踏まえた補足説明資料でございます。 

 資料６が、委員の先生方からちょうだいいたしましたコメント用の資料をまとめてご

ざいます。 

 参考資料１が、本委員会の当面の検討スケジュール。 

 参考資料２が、第４回計画部会の議事概要。 

 参考資料３が、前回のこの委員会の議事概要でございます。 

 落ちがございましたら、事務局までお申しつけいただきたいと存じます。よろしゅう

ございますでしょうか。 

 それでは以降の議事を委員長にお願いしたいと存じます。よろしくお願いいたします。

○委員長 皆さんこんにちは、しばらくでございます。 

 それでは、第２回の進行をさせていただきます。いつものとおりなんですが、最初に

事務局から幾つか資料を説明していただいてということなんですが、きょうの主な議題

は、まず、先日行われた計画部会でこの専門委員会の報告をしましたので、それを簡単
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にご紹介いただくのと、１０月２８日に開催した第１回の委員会までの議論を踏まえた

補足説明でございます。それから、きょうは４人の先生方のお話しをいただくというこ

とでございます。 

 まず最初に、前回の報告事項等々について事務局からご説明をお願いいたします。 

○事務局 それでは事務局からご説明させていただきます。よろしくお願いいたします。

 それでは、資料２と資料３でございますが、主に資料２をごらんいただきたいと存じ

ます。「国土基盤に関する論点」という縦長の紙がございます。これは今委員長がお話

になりましたように、計画部会で委員長が本委員会に関する検討状況を報告されたとき

に、委員長の話を補足する意味でこの論点ペーパーを出して、私の方から簡単にご説明

したというペーパーでございます。 

 中身は、第１回目の会合の懇談会のときに、どういう論点がありそうかというちょっ

と長目の論点ペーパーを出させていただきましたけれども、あの後いろいろと御議論い

ただきました中身を我々なりにできるだけ反映させていただきまして、ポイントだけ簡

単に書き出したと、そういうものでございます。３枚ほどめくっていただきますと、こ

のような色紙が出てまいりますので、恐縮でございますが、これをごらんいただきたい

と存じます。 

 「国土基盤専門委員会における主要な論点」というペーパーでございまして、この絵

解きで説明をさせていただきました。一番上に赤囲みで「国土を取り巻く状況」という

ことで、この４つのような状況があると。本委員会でご指摘がございましたように、こ

れは大転換期と認識し、国土の質的転換を目指していくと、そういったご議論だと我々

はとらえたものですから、このような国土を取り巻く状況を大転換期ととらえ、国土基

盤が抱えるここにあるような課題を解決していこうというような整理にさせていただき

ました。 

 （国土基盤整備水準のディマンドサイドとサプライサイドの調和）と書いております

けれども、このような議論があったかと我々は認識したのですが、ある意味では国土基

盤を整備しろというサイドもメリハリをつけたり集中と選択をかけていく。サプライサ

イド・提供側も、例えばローカルルールや地方の道路の１．５車線化といった、そうい

う地域、地域に応じた整備水準を考え整備していき、その両者をうまく調和させようと、

このような整理をしつつ、ここにございますような大都市の人口減少に伴う公共サービ
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スの低下の問題がございますし、交通モード相互間の連携がまだまだ十分ではないと。

その前提には、我が国の国際競争力が低下しており、何とかしなければいけない。こう

いう課題があること。ディジタル・ディバイドという情報通信の分野ではそういう高度

な情報通信サービスが受けられない地域がまだ随分存在しておる、こういった話題。そ

れから、今後、維持ストックの蓄積により維持更新といった負担が非常に増大してくる

だろう、こういった課題に応えなければいけない。災害発生時のサービス途絶リスクが

存在し、これに対してどのように対処していくかという問題。外国人観光客の増加への

対応、こういったいろんな課題が求められているという話を申し上げた後、こういった

観点も踏まえて国土の質的転換を目指す。その中身がこの下のようなマトリックスで整

理してご説明申し上げました。 一番上にございますように、交通・情報通信基盤の欄

ですが、主役となるのは、地域ブロックという概念でして、その地域ブロックが自立し

ていくための、国内的には地域ブロック相互交流、地域ブロックがアジアと交流・連携

する、こういったテーマが１つあるだろう。 

 それから、地域ブロックの中の話ですが、都市域、生活圏域の都市的サービスをどの

ように確保していくか。 

 都市圏域の外側ですが、ある意味では地域について、地域社会の人とコミュニティを

支えるモビリティーをどうやって確保していくか、このような観点から交通・情報通信

基盤施設の整備があるだろう。 

 世界に開かれた魅力ある国土をつくってアジアと交流するわけですが、そのアジアと

の交流・連携効果を生かして、それを地域の自立・活性化につなげていくと、こういっ

たことが全体にとって重要であると、こういう整理が１つございます。 

 それから、防災・減災基盤の整備として、ハードとソフトの組み合わせによる防災・

減災機能の向上、こういったもの。今申しました交通・情報通信基盤の整備についても、

基本的には既存ストックの戦略的活用、こういった観点が背後にあると、ちょっと変な

絵ですが、認識の上で整理をしていくということでございますし、一番下になっており

ますが、資源循環型等環境に優しい基盤施設の強化ということも、環境にやさしい国土

づくりという観点から求められていると、こういう整理をしながら議論をしていただい

ているというようなことをご説明したわけでございます。 

 参考資料２をちょっと見ていただきたいのですが、参考資料２にこのようなお話をし
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たときの計画部会でのいろんな意見が載ってございます。参考資料２は１枚紙でござい

ます。聞いていただければよろしいのですが、幾つか意見がございまして、我が国はこ

れまでメイド・イン・ジャパンという工業製品のブランドで売ってきたわけですが、国

土基盤もジャパンブランドにすることは重要である。そういったことにより、例えばビ

ジター産業のような産業も反映することができるのではないかということでございます

とか、公的な社会資本整備と民の資本の双方をうまく組み合わせて両方が機能するよう

にするべきであると。 

 引き算による空間づくりというお話をちょっと申し上げましたところ、非常に発想の

転換でよろしいと、こういうご意見でございますとか、自然回復というのが入っており

ますが、これも大きなテーマであると。 

 国土基盤にユニバーサルデザインの考え方をもっと強めれば、子供も外国人も障害者

も高齢者もみんな暮らしやすくなる。ユニバーサルデザインをもっと前面に打ち出すべ

きであるというお話。 

 防災情報はソフトというふうに、情報、ハザードマップのようなものをソフトに分類

したお話をしたところ、そうではなくて、むしろソフトをサポートするハードに入れよ

うと、こういうお話がございました。 

 大地震は、いつ起こるかわからないので、国土計画の形成計画の制約条件として、防

災、大地震に対する備えを考慮すべきである。 

 アジアとの交流が言われているけれども、そもそも我が国の国際競争力をつけるべき

である。国際競争力がなければ交流しようがない、相手にされないというお話。 

 それから、「持続可能で安全・安心・安定な国土」ということと、「世界に開かれた

魅力ある国土の形成」という２つの目標を掲げておりますが、ある意味で両者は相反す

る部分があるのではないか。世界に開かれた国土にすると、リスクも当然生じてくるわ

けで、そういう中で、安全・安心・安定をいかに追求するかというところが大切である

と。 

 ブロックごとにそれぞれ特徴のある、ブロックと申しておりますのは、東北であると

か、関東であるとか、こういう圏域割が今別の部会で進行中でありますが、ブロックご

とに違う特色を生かしたインフラを整備する。圏域を越えたインフラ整備は何なのか、

こういった観点でご検討いただきたいということです。 
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 そのようなことが意見として出されたということをご紹介申し上げたいと思います。

  引き続き資料４ですが、こちらはこの計画部会の各専門委員会、他の専門委員会で

どういう議論がされているか、私ども事務局で抽出したものです。 

 上から４枚程度が、タイトルが「国土審議会計画部会の各専門委員会における議論の

状況」というタイトルで４枚ほど書き出してございます。これは国土基盤専門委員会の

事務局が取材をし、まとめたものですので、我々のバイアスがかかっていたり、ミスが

あるかもしれません。 

 ５ページ目から参考資料目次ですが、それぞれの委員会の論点ペーパー、これはこの

国土基盤専門委員会と同様、国土審議会の計画部会にそれぞれの専門委員会が既に報告

しております。報告したときに使った論点ペーパーでございます。その論点ペーパーに

ついておりました参考資料を抜粋したもの。議事概要は今までの懇談会やら専門委員会

の議事概要をとりあえず今の段階で公表しているものを集めて全部綴じてございます。

そういう意味では中に入っているのは、我々のバイアスがかかってない生のものという

ことですが、それぞれの委員会でも、先生方のある意味では慎重な言い回しをされたり、

前後のコンテキストがないとなかなかわからないものですから、我々なりにまとめ直し

たというのが上の４枚紙でございます。 

 上の４枚紙をご説明申し上げますと、他の４つの委員会でございますが、まずライフ

スタイル・生活専門委員会というのがございます。これは今後価値観が多様化すると。

その中でライフスタイルや生活圏域のあり方がどんどん変わっていくだろうと。我々生

活の場として都市も変わっていくだろう、こういった諸問題を扱う委員会ですが、議論

の現在の内容も日本人の価値観が物質的な豊かさ、心の豊かさからよりよく生きる、い

い時間を過ごす、選べる豊かさ、こういったものに変わっていると。 

 そういう中で、これは選択社会と言っておりますが、「多業」、「近居」、「二地域

居住」、こういった概念が出ておりまして、特に「二地域居住」が非常に焦点を浴びて

いると。そういったものを支える情報通信ネットワークとは、交通、税金の問題、いろ

いろ課題があるという議論が進んでおります。人口が減少し、我が国の都市圏はどうあ

るべきか、このような検討をしている委員会でございます。 

 委員からの参考というのは、参考となるというのは、本委員会にとって参考になると

いうつもりですけれども、多様な働き方を模索するであろう。暮らし方も地方の特色を
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考慮すると、こういった形で計画をつくっていくべきである。特に都市については計画

的な縮退を考えるべきと、縮むときに計画性を持たせるべきだと。大都市圏は公共交通

ネットワークが発達しており、そのストックをどう活用していくか、こういったことが

課題であるというような議論がなされているのをここでピックアップさせていただきま

した。 

 ２つ目の産業展望・東アジア連携専門委員会でございますが、これは国際競争力のあ

る新たな我が国の産業構造はどうあるべきか。それがアジアとの関係でどうなっていく

のか。東アジアと我が国の都市間の連携みたいなものがどのように進んでいくだろうか、

こういったことを検討していただいている委員会です。 

 議論の内容ですが、これは先般の計画部会で委員長がまとめられた内容ですが、委員

長が、まず①アジアに目を向けた総合交通体系の構築、②文化・人・物が交流するアジ

ア大交流時代、③人口構造の変化による政策、移民の受け入れか？産業の発展によるロ

ボットに頼るのか？。こういったことを例示されておりましたが、そういう点が重要で

あると言われました。 

 次のページですが、今までの経済、日本とアジアの産業構造がいわゆる雁行型の産業

観といいますか、連携だったものが、今後アジア各国がそれぞれネットワーク型で産業

構造を形成していくのではないか、こういうことがございまして、そうすると相互のや

りとりが増えるものですから、どうやってサプライチェーンをうまく構築していくのか、

こういったことが重要であると、こういったまとめ方が議論されているところです。 

 委員の中から、“文明の磁力”としての文化資本の充実というようなことが言われて

おります。 

 ２つ目のところですが、多分文化資本の中の議論なのですが、例えばフランスにはフ

ランス政府とアラブ諸国からの出資で設立されたアラブ世界平和研究所がある。これが

アラブ地域の情報収集センターになっており、ここに行くと何でもわかる。そこに行く

と何でもわかり、世界から人が来ざるを得ないようなそういう文化施設といいますか、

情報センターみたいなものも日本に置くべきである。そうでないと日本に人を引きつけ

ることができない。単なる人寄せパンダを使った観光というものではないというコンテ

キストでございます。 

 幾つか言葉の問題があるので、外国人も理解できるような案内情報が必要だとかいろ
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いろありますが、下から２つ目、海外の国土計画とのすり合わせを１つのテーマにする

べきである。 

 一番下、アジア太平洋ベルト地帯の中で、都市が競争しつつ、補完的な相乗効果を発

揮することが重要である。 

 こういう意見が出ているところです。 

 ３つ目の自立地域専門委員会ですが、これは人口減少が進展する中で、多様な社会的

サービスをいかに持続していくか、そういう仕組みづくりや地域の自立的な取り組みに

よる活性化というようなことが議論されています。 

 この中で、資源・資本たる「人」の知恵の発揮による「自立」というのが軸になると

いうようなことです。 

 ソーシャルキャピタルという言葉が出ておりまして、（人、グループのネットワーク、

信頼関係）、こういったものがソーシャルキャピタルだと。社会的資本と言っておりま

したと思いますが、こういった議論が今されているところですが、委員からの参考とな

る意見として、いずれ、自立した地域計画のためには地域が相互が「つながる」ことが

絶対条件である。その下支えを行うのは道路を中心とした交通インフラと情報通信イン

フラである。次のページですが、ネットワークのつながりの強化に向けて、例えば既存

道路網の高速化などによる安定性とフェールセーフ性という二重の安全装置が必要であ

ると。こういったことが確保されることが必要である。 

 ３つ目、情報通信ネットワークの充実により、道路に著しく頼らない生活圏域の拡大

が可能となるかもしれない。 

 ４つ目、これも情報関係ですが、地域内イントラネットで地域コミュニティの連帯感

が深まる村外村民との交流を行うなどＩＴによるコミュニティ間の連携、コミュニティ

の強化、こういったことが図れるのではないかということです。 

 最後でございますが、持続可能な国土管理専門委員会でございます。これは国民の生

活の基盤である国土を適切に利用し、将来の世代によりよい状態で引き継いでいくと。

そのための持続可能な国土管理のあり方を検討しているところです。 

 議論の内容として、持続可能な国土管理を行っていくための国土の質の劣化に対応し

て、「自然との共生・環境」、「美しさ・ゆとり」、「安全性」を重視することが重要。 

 ２つ目の「○」にございますように、「国土の国民的経営」の考え方というようなこ
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とが打ち出されておりまして、それのあり方をめぐった議論がされているところです。 

 委員からの意見ですが、最初の「－」ですが、被災リスクを考慮した土地利用の検討

画必要である。 

 東南海・南海地震など巨大自然災害といったものに対してどこまで守るべきか。よく

似た議論だと思いますが、シビルミニマム、ナショナルミニマムとしてどこまで守るべ

きかというようなことが検討しなければいけない。 

 次はモニタリングでございますが、一番下の段ですが、今後の都市的土地利用につい

て外延部に郊外部への拡大・拡散を抑制し、土地利用の整序・集約化を図る。いわゆる

コンパクト化を図るということと、自然環境の再生と活用を図るというようなことが基

本となるのではないか。 

 次のページ、低未利用地などの空間をどうやってリサイクルするか、その仕組みづく

り。 

 最後でございますが、これは具体的ですが、持続可能な都市的土地利用の中では、欧

州の例を引いておりまして、中心部に車を入れないと。そういったところで、公共交通

機関が重要な役割を果たす、こういうような意見も出ております。 

 こういう議論がされているということをとりあえずご紹介申し上げました。 

 以上です。 

○委員長 ちょっと感想を言っていいですか。この間の計画部会で報告したのですけれ

ども、詳しい内容は、今、事務局からお話あったとおりですが、その冒頭に私から３分

くらいお話したかと思いますけれども、そのとき、幾つか申し上げて、必ずしもここに

書いてないことも、ここで議論されたことを言いました。幾つかいろいろ言った中で、

非常に評判がよかった感じがあるのが、さっきの「引き算の国土形成」と、もう一つは、

「シームレスアジア」、これは結構受けましたね。国内のシームレス化というのは大い

に言われてきたけれども、アジアでのシームレス、特にここでも紹介されたんですね。

ＲＯＲＯ船がシャーシーが同じ基準でないので使えないとか、それは一例にすぎないの

ですが、そういうのを象徴的な言葉で言うと「シームレスアジア」というような感じで

お話したら、それは大変にご好評でございました。ほかにハイブリッドでオープンな交

流で地方を経営するとか、いろいろ言いましたけれども、さっき出たような意見が出ま

した。 
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 感想を言いますと、よく考えた上でご発言いただいているよう面と、そうでもないと

いうような面もいろいろあるので、さっき出たご意見のいろいろご参考にしていただい

て、濃淡はあるなという感じはしています。特に部会長からも含めて、余り我々十分こ

の場で明確には意識してこなかったので、少し考える必要があるなと思ったのが、いず

れこの全国ベースの計画と別にブロックの計画をつくるということになるわけですけれ

ども、そのときを意識して、各ブロックで計画をつくることの意義が感じられるような

道具立てとか、例題であるとか、そういうことも考えましょうねと、こういうようなお

話と、社会資本の整備の重点計画というのですか、それがタイミングで言うと、後で正

確な表現をしてほしいのですが、そんなに先ではないので、それとの時間的な整合を図

るために、部会長は割合急いでいる感じのご発言があったですね。その２点が、特にご

報告しておこうと思う点でございます。 

 ２点目のところ、私、十分理解が足らない可能性があるので、間違っていたらいけな

いので補足していただけますか。 

○事務局 今、先生がおっしゃった話ですけれども、今、国土交通省内で社会資本につ

いては、社会資本整備重点計画というのが並行して進行しておりまして、そちらがある

意味では同じようなペースで検討が進んでいるものですから、そういったものと十分す

り合わせをするというのは第１回目の会合でご指摘がございましたけれども、むしろそ

ちらにしっかりとした内容が書かれていくわけですので、それと並行して十分立ってい

られるようなしっかりした内容、コンセプトでなくて具体のしっかりとしたプロジェク

トの内容といいますか、そういったものをつくり込んでいくことを非常に急ぐ必要があ

るというようなことだと思います。 

○事務局 今、国土交通省の中の社会資本整備に関する審議会が走っておりまして、こ

の１２月にも少し方向性を出そうかなというような議論もありましたけれども、同時並

行で議論をしておりまして、国土形成計画全国計画と重点計画との整合性も十分図って

いかなければいけないということだと思います。私どもは平成１９年の中ごろを目指し

ますけれども、その後、平成２０年に重点計画ができるということでございますから、

その辺の整合性はきちんと図っていかなければいけない。 

 もう一つは、国土形成計画法の法制が全国計画とブロック計画、このブロック計画は

今圏域固め、区域割を検討しておりまして、これが来年の前半にできるということです。
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全国計画を十分に斟酌し参考にして広域地方計画ができるということですので、部会長

はかなり全国計画が指針性と言っておるのですけれども、指針性を持って広域地方計画

に反映をされる意味で、ある程度広域地方計画に反映されるような中身を十分全国計画

で検討してほしいということでございます。 

 その一方で、広域地方計画をつくりましたのは、現在の分権化の流れを踏まえておる

ものですから、私どもは広域地方計画協議会というそれぞれのブロックにできる協議会

の自由度を最大限に発揮してもらいたいと考えておりますので、その辺の兼ね合いがこ

れからまた十分に検討していかなければいけない。今はそういう状況になっております。 

 いずれにしても、広域地方計画は全国ができまして１年で決める予定にしております

ので、平成１９年の秋ごろを目途に全国計画をつくりますと、平成２０年の秋ごろに広

域地方計画もできてくるということでございます。地方の動きは結構早くて、ひょっと

すると、それよりも前倒しでできるのかもしれないというようなことも予測はしており

ますけれども、そんな状況でございます。 

○委員長 ということですが、ここまででご質問やご意見をお願いしたいと思います。 

○委員 今の事務局のお答で、要するに全国計画と地域ブロック計画は同時並行的に進

むということですね。 

○事務局 区域割は別にしましても、来年の前半ということでございますが、既に地方

でいろいろシンポジウムとか、そういうことも始まっておりまして、恐らく来年の区域

割ができると、大体どこの範囲でということは決まってきますから、そうすると、正式

な協議会の設置は全国計画ができてからということになりますけれども、そういうプレ

ミーティングということが出てくるのではないかと予測をしております。非常に熱心な

ブロックもいろいろ幾つかございます。部会長とかいろんな先生のところ既にいろんな

ご相談が行ったりしておるように聞いております。 

○委員長 ほかにいかがですか。 

○委員 委員長の方から、ブロック単位で計画をつくるためのデータ提供、モデルとい

う話だったですね。 

○委員長 部会長の表現で言うと、オルタナティブというか、献立というか、そういう

ようなのを用意したいというふうにはおっしゃっていましたね。 

○委員 このあたりが、データ提供というのもそちらでやるしかないですね。モデル提
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供というのは、我々の議論の範囲に入っているのかどうか。 

○委員長 モデルというのを何て言うかわからないんだけど、献立が、メニューみたい

なのが、カツ丼もあれば鰻重もあればという感じで、あったらいいなという意見もある

みたいですね。ただ、一方で、そういうのが地域の独自性のあるプランニングになるの

かというと若干議論の余地もあるような気もしますね。 

○事務局 今、部会長と私どもも、どこまで聞くのかという調整をこれからしようとい

うことでございますし、国土交通省サイドのポジションがまだはっきりしてないところ

がございます。部会長の意向としては、全く地方に対して指針がないと、例えばデータ

１つとっても立ち上げると人口が倍になるような計画になってはなかなかまずいのでは

ないかというようなお話もあって、推計できるのは国土交通省の本省の方が主になりま

すので、ここである程度参考値ぐらいまで出していくのか、その参考値から、例えば１

０％、努力目標をつけるのは構いませんよというようなやり方もあれば、全く地方の自

主性に任せてやるという方法もあるということで、これはしばらく方向を考えたいと。

データ的にはそういうことでございます。 

 施策的には北海道と九州では東アジアに対する考え方も違いますので、そのときのオ

プションみたいなものを計画の中に書き込んでいって、北海道はＡオプションでいくけ

れども、九州はＤオプションでいくというような、そういう選択ができるような類型化

ができないかというのが森地部会長のご意見でございましたか。 

○委員長 ほかにいかがですか。よろしいですか。 

 では、継続してほかの話題に入ります。きょうは４人の委員からお話しいただきます。

 目標としては、発表を１５分、質疑１５分と考えておりますが、できることならば、

短めの方向でいけたらと思います。 

○委員 ６時から戻らなければいけないので、大変申し訳ありませんが、最初に恐縮で

すけど、順番をいただいてお話しをさせていただきます。 

 

パワーポイント映写 

◎ ユビキタス社会における安全でオープンな社会基盤システム実現に向けて 

 私、皆様の委員と違いまして、専門分野が情報科学の分野でして、きょうもどういう

お話しをしたらいいか、自分なりに悩んだのですが、タイトルとして、ユビキタス社会
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における安全でオープンな「国土基盤」と書こうかなと思ったのですが、そこまで私は

専門家ではないので、「社会基盤システムの実現に向けて」というふうにちょっとぼか

してあります。 

◎ Outline 

 まず簡単に、各委員の方たちのインターネットの技術の進歩の歴史がいろいろ違って

見られていると思いますので、少しおさらいをさせていただいて、やや、釈迦に説法の

部分もあるのですけれども、それで新しい社会インフラというのはどういうイメージで

持っているかということと、私も総務省のお手伝いでｕ－Ｊａｐａｎ政策というのをつ

くるのにかかわっていたのですけれども、ユビキタス社会のイメージというのは文章で

はたくさん出ているのですけれども、余り動いている、動画で見ることができないので、

余りいいサンプルでなくて、研究者は不真面目だなと思われそうなところもあるのです

けれども、ビデオのクリップをちょっとお持ちしました。 

 ここからが本題なんですけれども、国土計画のところで、私たち計算科学でも同じな

のですけれども、ハードとソフトの分離がされて議論されてしまうとよくなくて、国土

計画全体がハードと、先ほども少しお話が出ていたのですけれども、ソフトとペアにな

ってある種のソリューションとしてパッケージしていかなければいけないのではないか

というのが私の主張の１つです。もう一つが、インターネットの発展の原動力になった

のは、ご存じのようにサイバー空間がどんどん広がっていて、後で例が出てきますけど、

ｅコマース、ｅバンキング、ｅトレード、ｅラーニングとか、私たち流の言葉で言いま

すと、我々の生活空間が２倍に広がった。実空間上とサイバー空間上でほぼ同じような

ことができる。もちろん陰の部分も出てきているのですけれども、これは同じように、

研究者の方は実は我々の国土と言われているような実空間とサイバー空間をオーバーラ

ップさせる、しっかりアンカーできるような技術をつくろうとしておりまして、よくイ

ンターネットの２チャンネルで騒がれたり、あれはどういう状況かというのを社会科学

系の方たちが分析すると、それは時空間を飛び越えていろいろ議論しているので、場の

喪失、話したい人が勝手に本当はお客さんにしゃべってはいけないこともネット上では

ぱっとしゃべってしまって、飛び出てしまって場の喪失が起きている。 

 インターネットが発展しちゃうと、身体性の喪失につながっていくのではないか、国

土の喪失につながっていくのではないかというところにもあるのですが、これを我々技
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術者はくっつけようとしていますので、そこら辺の話で、最後はオープンな社会基盤。

オープンというのもキーワードで、オープンというのと、ハード・ソフトの連合と実空

間とサイバー空間の連携・融合というのは大事だと思っています。 

 ちょっと余談になりますけれども、地域コミュニティも物理空間だけのコミュニティ

はやはり弱くて、それがサイバー空間上で広がったコミュニティと両方がリンクするこ

とによって強くなる。ただ、インターネットだけでは全然だめで、実空間上のコミュニ

ティとのリンクが大事だと思っていまして、我々技術をやっている方はそれが何となく

リンクできるものをつくろうとしています。 

◎ インターネットの進化 

 これは簡単におさらいですけれども、私たち最初に７０年代ＡＲＰＡＮＥＴができた

ときに、これは国防総省のネットワークでしたので完全にクローズでした。日本の研究

者がカリフォルニアに来て、その当時、通産省の方の調査団のアポイントメントをＭＩ

Ｔでとったら、めちゃくちゃに怒られて、何で国防のネットワークを使って、事もあろ

うに、日本の通産省の調査団のアポをとるのだといって大問題になったことがあるので

すけれども、運よくそういうクローズドだったＡＲＰＡＮＥＴはテクノロジーが変わっ

てインターネットになって、９０年代の真ん中に一気にオープンなインターネットにな

ったわけです。これは大英断だったわけですけれども、インターネット・サービス・プ

ロバイダー、ＩＳＰとかＡＳＰという大きな産業ドメインが起き上がったわけです。 

 だから、オープンになった理由はいろいろあるのですが、当初は研究者、コンピュー

タネットワークの研究者とか物理の研究者だけのものだった。これではいけないという

ことで、ナショナル・サイエンス・ファンデーションの５つ目のディビジョンに、ネッ

トワーク・ディビジョンというのができまして、あらゆる科学者が使えるネットワーク

にしていこうというのが８０年代の終りで、９０年代の真ん中にコマーシャルプランが

認められて、全部こういう業界ができてきた。 

 研究者たちは何をやっていたかというと、インターネットの空間とファックスの空間

というのは当初分かれていたんですね。電話もインターネットとはつながっていなかっ

た。テレビもいまだにインターネットとはつながってないのですけれども、メディア空

間の融合、例えば車とか交通網もそうですけど、いろんなメディアがセパレートされて

いてつくられていたのですけれども、それらを融合しようということがどんどん進んで
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きて、ご存じのようにボイスオーバーＩＰの技術などでどんどんインターネット上で音

声も映像もできるようになってきた。 

 では、２０００年代になって何をやっているかというと、私たちの言葉で言うと、古

いインターネットモデルというのはＰＣとか携帯がつながるネットワークだったのです

が、ここにあるマイクロフォンとかテーブル・机、大根、人参がつながるネットワーク

をつくっています。だからあらゆるものがつながるネットワークをつくっています。 

◎  新しい社会インフラの出現 

  これが当初のインターネットで、皆さんが使っていた電話のインフラとか、ケーブル

ＴＶのインフラの上でインターネットをちょっと使っていたわけですが、新しい形のイ

ンフラ。例えば我々がコミュニケーションしたいのにいちいち電話番号を回すのは古い

モデルで、ＨＸＰあってセーフシーＫＯＪＰというので、電話もボイスコミュニケーシ

ョンもできるし、テレビ会議もかけられる。アドレッシングや何か古い技術に引っ張ら

れて今つくられているわけなんですけれども、こういう形で新しいインフラができてき

て、インターネットという言葉が残るかどうかわかりませんけれども、いろんな活動を

支援してくれる、こういうイメージで思っています。 

◎ ユビキタスネットワーク社会 

 これは釈迦に説法で恐縮ですけど、ユビキタスネットワーク社会は日本独自の言葉で、

研究者の中では、ユビキタスコンピューティングという言葉なんですけれども、ユビキ

タスネットワーク社会という言葉はありません。一応定義なんですけれども、「どこに

いても、ネットワーク、端末、コンテンツを自在に意識せずに、ストレスなく安心して

利用できる環境」、最後の安心して利用できるというのは難しいわけですけど、こんな

ふうなイメージ図なんですけれども、あらゆるものがセンサーネットワークとかホーム

ネットワーク、シームレスにネットワークでつながって、この点々の大きな赤いやつが

次世代のインターネットのインフラだと思っていただければよろしいかと思います。 

◎ ユビキタスネットワークの概念図 

 実際にエンジニアリングが絵かくとこんなふうになってしまいまして、光のコアネッ

トパックボーンがあって、それからＡＤＳＬとかＦＴＴＨのアクセスネットワークがあ

って、ピンク色の部分が新しくできてきているマイクロセンサのネットワーク、無線タ

グのネットワーク、アドホック、情報家電のユビキタスアプライアンスのネットワーク、
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こういうものがどんどん我々の生活空間に入り込んできています。 

 時間がなくなっているのですけど、せっかくですのでビデオを、どんな感じのライフ

スタイルになるかというのをビデオ、これは３年前に３０人ぐらいの研究者が集まりま

して、口で言っても全然イメージがわかないので、どんな感じか、ビデオで、３つある

のですけど、大学生、男の子２人、女の子１人が来て三角関係なんですけど、女の子が

男の子を振るというのが、ユビキタス技術で振るというテーマでやってあります。これ

はプレゼンスサービスを使って振っているんですけれども、ちょっと見ていただきたい。 

ビデオ映写 

 これはコンテンツを着込むという概念でウエアラブルコンテンツと呼んでいます。で

すからコンテンツは買うものではなく、ある世代の人たちには、Ｔシャツにコンテンツ

を着込んで情報発信しながら生活。 

 これはお財布形態やなんかが出てきていますから、ＪＲやなんかも同じように、ただ、

下に彼らはＲＦＩＤをつけているんですけれども、舞台は秋葉原なんですけれども。 

 まず、コンテンツを買うところなんですけれども、昔ですとパッケージを買いますけ

ど、彼らの価値観ではビットで買います。ですから自分のＴシャツに買い込んで、下に

ついているＲＦＩＤでキャッシングしている。今ダウンロードして、実際に無線の通信

はそんなに速くならないので、４ギガバイトがあんなに速くはダウンロードできない。

今、買ったわけです。 

 これはプッシュ型の情報サービスで２２時にライブがあるというので友達を探す。携

帯もいろんな形になるので、これは腕時計型なんですね。これがプレゼンスサービスと

いうのですけれども、さっき言ったように実際に実空間とマップされているので、だれ

がいるというだけではなくて位置情報まで、ケイジとはるかが許しているわけですけれ

ども、これはアクセスジナイトと出ているんですけれども、何をしているのかというの

は昔は教えてくれていた仲間が今は教えてくれないというので、実空間上本当に走って

行っているかどうか確認しています。 

 実際にデートしているところを目撃したので、たまたま映像とシンクしていますけれ

ども、切られたということで振られたということです。 

ビデオ映写終り 

 今、見ていただいたのは、結構まじめに議論してああいう作品になったのですけれど
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も、今見ていただいたのではちょっとイメージが悪かったかもしれませんけれども、時

間がないので次の方に行きます。 

パワーポイント映写 

◎ 問題の整理 

 私の視点は２つまとめてきました。 

◎ ２つの分離における問題 

 １つは、いろいろな国のハードとソフトの、これは分離して議論されている場合が多

いので、コンピュータの例でここに出しましたけど、インテルチップだけが速くなって

も全然だめで、そこの上で動くＯＳとミドルウエア、アプリケーション、これらが一体

化しないとエンドユーザーにとっては価値がない。 

 これと同じように、国土だけがある一定のハードウエアの枠組みだけが強くなっても、

その上の情報システムなり情報サービスがタイアップして整備されなければ意味がない。

道路網も同じで、ＩＴＳとの連動がどこまでできるか。 

 私の視点はちょうど下のところなんですけれども、実空間が日本の強みの部分がある

わけです。自然環境であったり景観であったり、それとサイバー空間上が全く分離され

てしまっている。今のインターネットだけの技術だけですと分離されてしまいます。で

すから我々よく冗談で、窓の中だけで住む人間、サイバー空間だけでｅコマースして、

ｅショッピングして、ｅトレーディングしてという人間だけができてくるのは非常にま

ずいと思っていまして、この実空間とサイバー空間のサービスのバランスなりタイアッ

プができればいいなと思っています。 

◎ ユビキタスサービスの分離 

 これは実空間で、こちら側がサイバー空間です。これを例えば地点ｘ、地点ｙとして、

ｘからｙに動くのはカーナビとかヒトナビがあります。ｘがペットボトルだとすると、

二次元バーコードをぴっとやるとサイバー空間上の情報に飛んできて、これはどこから

来たお水か、どこから来た製品かというのは瞬時にわかるので、こことここの距離はか

なり縮まってきます。サーチエンジンもよくなっているので、ここもよくなっているの

ですけれども、ユニバーサルサービスの視点で言うと、今、研究者たちは何が問題にな

っているかというと、インターネットにコネクトされているＣゾーンというのですけど、

ＧＰＳとかインターネットにつながっているゾーンではサービスができるのですが、そ
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れがオフになったとき、ディスコネットのｄにしてあるんですけど、通常はここに穴が

ぽこぽこあいてあるんですけれども、こっちとこっちを行ったり来たりしても実空間上

でシームレスにサービスができるように研究者たちはやっています。 

◎ 障害者向け道案内のシステム 

 これは融合のいい例なんですけれども、たまたま国土交通省の方たちが支援して、日

立さんが多分つくっていたと思いますけれども、ハンディキャップの方たち、障害者向

けのイエローのところに電子タグを埋め込みます。お水が何センチも来ると電子タグな

のでリーダーができないんですけれども、杖の先にリーダーがあって、この方たちが日

常使っているディバイスで全く新たなディバイスを使わずに、自然な形で少しエンパワ

ーされた情報が東京駅まで、あと８００メーターですとか、そういう情報がここにある

携帯からコツ電導のスピーカーを使って彼らに伝わります。こればっかりでトレーニン

グされたら問題があるわけですけれども、健常者も同じようなインフラが使えますから、

まさにいい例で、実空間上にあるものと情報サービスとか非常にシームレスにいってい

る。 

◎ クローズな基盤システムの問題 

 これはなかなか議論が難しいところなのですが、クローズドな基盤とオープンな基盤。

我々情報の世界ですと、インターネットがなぜうまくいったかというと、オープンなイ

ンフラなのでうまくいったのですけど、通常は日本の例えば製薬業界の例をとりますけ

ど、製薬業界の問屋さんは自分で薬のトレーサビリティの端末を小売店に渡します。大

きな会社だと渡せるのですけど、小さな小売店ではだめなんですね。薬で何か事故があ

ったときにトレースしたいというときにインターネット経由で入れるようになっていな

ければオープンなインフラなわけですけれども、それを何らかの理由で業界の壁で全部

抱え込みでご自分の規模に合った販売店だけにしか設置してない。そういうのが非常に

単一アプリケーションに特化していて、使用も未公開。何か事故が起きたときにも検証

が難しい。オープンなインフラは複数のアプリケーションがあるレイヤーで切れていま

すからたくさんつくれて、使用も公開されていますし、社会的なサービスを提供したと

きの検証が可能。オンブズマンと同じですけど、複数の人の目に触れますから不安定な

ものはできない。 

◎ Single Platform Application 
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  これは電子タグの例を持ってきましたけれども、これは小泉さんが見ている例で、こ

れはいいと思って内閣府が写真挙げているんですけど、このお寿司屋さんの中だけでし

か使えないわけです。これは Single Platform Application と言います。 

◎ Akihabara Experiment Phase2 

  これも同じように、バックヤードで秋葉原の物品の管理に物流のキーワードとして、

ちょっとアジアの話が出ていましたので触れますと、国際標準の電子タグというのはま

だまだ発展途上で、アジアから輸入したり、ヨーロッパ、北米から輸入したものについ

ては、電子タグがシームレスにいくかというと、日本は９５０メガのパッシブタグがな

かなか許可されなかったので、携帯とぶつかって、やっと最近テストで１個ＩＳＯの標

準のところが穴があいたので、アジアから物流で入ってきたり、北米から来ても同じよ

うに読めるようなタグが許されるようにやっと少しずつ進化しました。 

 ポイントは、オープンにしていただくと、ここシングルの１個の自動車工場とかお寿

司屋さんだけでなくて、自動車会社でも使えるし、ガソリンスタンドでも使えるし、保

険会社でもいろんなものがフェデレーテッドプラットフォームといいますが、こういう

ものが使えるようになります。 

◎ ネットワークによる電子タグの高度利活用 

 時間がないので最後にまとめます。 

 こういう情報サービスとハードの充実というもののバランスが、私の主張は、ハード

とソフトを連携してある種のシステムとしてのソリューションをバランスよく持たない

と、ハードだけ、例えばインテルのチップだけものすごく速くてもＯＳが貧弱なり、ア

プリケーションが全然なければ意味がないわけです。人々が、例えば洪水になるちょっ

と直前から、瞬間的に物すごいスピードで人々にウォーニングがちゃんと届く情報サー

ビスがあれば、被害はかなり最小限押さえられるわけです。このバランスをハードとソ

フトの連携・融合。地域コミュニティが一番いい例なんですけど、イーベイとかそうい

うのでいろいろできていますけど、一番いいコミュニティというのは情報、物理空間上

でのサービスとサイバー空間上でのサービスがちゃんとバランスして提供しているとい

うのがあります。基本的には国土のエンパワーメントにつながるであろう。 

パワーポイント映写終了 

 ちょっと抽象的な結論で恐縮なのですが、オープンということと、ハードとソフトは
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融合してやっていかないとまずいのではないか。 

 以上です。 

○委員長 どうもありがとうございました。 

○委員 地域コミュニティにおけるユビキタス社会の実現というか、いろいろ実はかか

わって勉強しているのですけれども、問題はいわゆる社会基盤、国が責任を持って、あ

るいは国の予算でやるような社会基盤というものをどういうふうにとらえるか。民間で

実質的にやるべき部分と共通のプラットフォームのようなものをある程度国として責任

持ってやってもらう部分は私あると思うんですが、その辺の兼ね合いが非常に今悩み深

いところなんです。例えばＧＰＳ情報を使っていろんなことをやろうと。とりわけ人の

移動に絡むＧＰＳ情報を使ってＧＩＳのような、これはどんどん今研究が進んでいるの

ですが、一番問題なのはいわゆる地図との関係なんです、マッピングなんですね。 

 ご承知のとおり、今、日本の場合には地図というのが非常に高いコストがあるんです。

今、グーグルマップができて、非常にああいうものがあり得るかなと思うんですが、例

えば各県においてもこの地図情報を整備するというのは相当なお金がかかりまして、三

重県のように早くからやっているところもありますけれども、日本全国そういうことは

１つもないんですね。ですから、そういったものは民間が必要に応じてお金を出してや

るべきなのか、あるいは地方自治体、自立志向がある地方自治体がやるべきなのか、あ

るいは国として社会基盤で整備すべきなのか、この辺の議論がないと、先ほどのハード

とソフトの関係だとかオープンないわば基盤の整備だとか、実空間のサイバー空間のオ

ーバーラッピングみたいな、そういったものがなかなか実際の運用においては実現しな

いというような状況があるのですが、その辺についてはどうお考えになりますか。 

○委員 私の研究室でも学生諸君がいろいろ地図の上での行動履歴をつくっておりまし

て、今、先生おっしゃるように、いい地図はみんな有料で神奈川県だけでも、３００万

とか５００万払いなさいというので私たちもびっくりしておるのですけれども、ある粒

度の問題で、ベーシックな粒度のところはある程度国土地理院の方たちがアナログデー

タをつくったと同じように、一般のリーダブルな標準のフォーマットのものをつくった

方が私はよろしいかと思います。でもそれをとことんつくれというのはちょっとおかし

な話で、ベーシックなビジネスに最低限使える国土情報システムとして、これはオープ

ンなマップです。この上でいかようなサービスを提供しても国土地理院はチャージしま
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せんという、それは私は最低限はつくっていただいた方がよろしいかと思います。 

 グーグルのように、力もお金も頭もあるところは自分たちでどんどんやってしまいま

すし、マイクロソフトもサテライトから写真を撮ってどんどんやっておるのですけれど

も、最低限国土のハードの整備と同じように、国土情報の最低限は国民がフリーにアク

セスできる権限があると思います。 

○委員長 ほかにどうですか。１点伺いたいのですけど、交通との類推でいくと、例え

ば自動車の発明はすごい発明だと、今もってすごい発明だと思っていますけれども、６

０年代くらいまでは自動車のいい面だけではないけど、なしとして主張されて、その後

の自動車のハザードはそれから後ですよね、わかってきて。今はどっちかというと、や

や悪い面ばかり強調されすぎている面もありますよね。それに比べるとインターネット

に代表されるデジタルワールドは、いい面と同時に危ない面も同時に出てきて、交通よ

り変化が早いですよね。 

 とすると、今、先生がおっしゃったのは全部賛成なんですけれども、同時にぜひ何か

言った方がいいのではないかと思うのは、何ていう言葉がいいのかわからないけれども、

サイバーハザードという、このナチュラルハザードと同様に今手を打たなければいけな

いとか、そういうのも少し強調した方がいいと思うんですけれども、その辺、先生どん

な感じでいらっしゃるか。 

○委員 大賛成です。私、今、ドコモのモバイル社会研究所というところをお手伝いし

ているのですが、モバイルの電話が出てきたために、今までは家があったときに玄関が

あって、黒電話が置いてあって、そこにみんなかけに降りてきたのに、中学生でも小学

生でも、自分の部屋から突然外のワールドにつながっちゃうわけですよね。ある意味、

家庭の崩壊も招いているし、子供の非行も加速しているので、光と影の部分を議論しま

しょうというための研究所なんですけれども、今、ご指摘のように少し影の部分が多く

て、小学生が同級生の首を切ってしまったとか、たびたびそういう問題が出ますよね。 

 ご指摘のように、サイバーハザードなり人間の行動様式にどういうインパクトを与え

ているかというのは議論する場がもっと必要かなと思います。 

○委員長 つまり国土計画的なところでやるべきことは、民間でどんどん行くようなと

ころは余りやらなくてもよくて、基礎インフラとしての整備しなければいけないことと

か、セキュリティとかハザードとか、マイナスになりそうなところのないようにやるの
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が大事なので、その部分についていっぱい言った方がいいのではないかと思うんです。 

○委員 これは政治問題になっちゃうから微妙なんですけれども、中国あたりからも日

本の情報インフラに対しては定常的にコンスタントにアタックがかかっているんですね。

一応それはいろんなところがモニタリングしていまして、どういうアタックがかかって

いるかという統計情報はとれているんですね。でもご指摘のように、最低限交通、道路、

川、崖などと同じように、インターネットのインフラで皆さんが株式売買やったりショ

ッピングをしたりしているわけですから、それと同じように最低限こういう攻撃が起き

た場合でも、きちんとこれだけの流量というのでしょうか、トラフィックは保証できる

ようなリダンダンシーなりメカニズムをビルトインしていかなくてはいけなくて、今、

第三者で民間でモニタリングする機構は大分できてきていまして、今おかしいぞという

のはわかる状況にかなりなってきています。 

○委員長 いかがですか。ナチュラルハザードとテロリズムとヒューマンエラー、それ

からこれ、この４つのハザードにロバストな国土をつくらないといけないのだという国

土基盤といいますか、社会基盤というか、それは余りこれまでの国土計画で言ってない

はずです。 

○事務局 先ほどのビデオは、あれは何年を想定されたビデオだったのか。 

○委員 あれは２００３年にみんなが集まって、５年後の２００８年の社会を予測して

つくったのですけれども、あれ以外にも実はネットワークロボットが、これは国交省な

のでぜひお伝えしておかなければいけないんですけど、我々の仲間の研究者がロボット

をネットワークでつないで連携しながら行動支援、人間の生活支援をできるものをつく

っているのですけれども、１点、例えば問題が、技術ができても、今の道路交通法は、

車を走らすためのものなので、ロボットが歩こうとすると、方向指示機とかストップラ

イトとか、いろいろつくらないとだめなんですね。 

 北九州市がロボット特区というのをお願いして、一応そういう法整備をテスト的にや

っているのですけれども、ぜひ世界に先駆けていろんな特区という形で突破口をつくっ

ていただくと、精度も理解できるので技術も進歩すると思うんですね。ロボットの方は、

２０１０年とか２０１５年をターゲットに、一般行動、先ほどのアウトドアのｃゾーン

とかｄゾーンに出れれば非常にいいと。 

 ただ、我々やっている仲間は、昔のロボット屋さんというのは、例えば電球消してく
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ださいというと、これをよじ上っていって、ライトバブルをオフにする研究をしていた

わけですね。握ったり、回したりという技術をやっていたんですね。今のネットワーク

ロボットというのは、ネットワークでつながっている情報家電の一部だと思っています

から、ぴゅっとやれば、ネットワーク越しにこのライトをオフにすることができるので、

かなり知的な行動支援ができる。 

○事務局 もう一点、このインターネットが出てきたり、最近のＩＴの進み方でとにか

く便利になったという感じは私自身も持ちますけれども、例えば今後１０年、１５年と

いうところで、こういうユビキタス社会というのが、本当によくわからないので漠たる

質問しかできませんけれども、どういうところに一番大きなインパクトを与えるのでし

ょうか。例えばライフスタイルとか。 

○委員 １つはライフスタイルとか文化の部分だと思うのですけど、例えば、テロの話

で言いますと、今、九州の方で犬の嗅覚の千倍のセンサーをつくっておられるんですね。

そうするとＴＭＴとか爆薬の火薬をちょっとでも触れた方が道路を歩いているとそれを

センスできるんですね。でもその技術だけだと何人もいらっしゃいますから、だれかわ

からないですね。ところがカメラで、例えば国交省のビルでもいいんですけど、撮って

あって、Ａゾーンで撮った写真、Ｂゾーンでもランプがついて写真を撮っていって、ス

クリーニングしてくと、どうもこの人が歩いているところにランプがついているなんて

いうふうな技術も、安心・安全分野でも非常に生きますし、かなりインパクトあると思

うんですけれども、１つはライフスタイルが私は一番変わってくるかなと思います。

我々の行動様式が非常にインターネットでもかなりインパクトがあって、携帯電話も友

達との待ち合わせの仕方すらもどんどん変わったわけですけど、こういう新しいメディ

アが来たときに、テレビ・ラジオ、携帯のインパクトよりももっとインパクトのある生

活スタイルの変化があるかなとみんなで議論しています。 

○委員長 よろしいですか。それでは、先生、どうもありがとうございました。ちょう

ど時間になったようでございます。 

○委員長 事務局からの補足説明ですか。 

○事務局 それでは簡単に補足説明させていただきます。資料５でございます。あさっ

てもう一度、この実は会合をお願いしておりますものですから、話題を少し割らせてい

ただきました。横長の資料５と書かれた補足説明書がございますけれども、周辺のアジ
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アのイントラはどうなのかという話と、ＥＵにおける TEN-T 計画の概要。要は国境通過

問題についてＥＵに学ぶというようなスタンスで勉強してみたらどうなのかということ。 

  それから、この２つの話題に関係いたしまして、実際我が国の港関係のデータがあり

ましたものですから、どういうふうに海外周辺諸港と結ばれているか、そういうデータ。

航空ネットワークはどうなのかという話をここに入れさせていただきました。最後に総

合物流施策大綱ができましたものですから、それのご説明を簡単にさせていただきたい

と思います。 

 めくっていただきますと、北東アジアの主要道路、鉄道路線の現状というのがござい

ます。ちょっと目で追っていただいて、こういうメッシュといいますか、密度なんだな

という、その程度の実はデータでございます。下にもう少し大きく、中国、韓国、北朝

鮮のインフラの現状がございます。 

 もう１ページめくっていただきますと、この辺から細かくご説明いたしますが、中国、

韓国、北朝鮮、ロシアの鉄道ゲージの幅、国境問題一番象徴していますものを用意いた

しました。ご案内のように、日本の場合は狭軌で鉄道は１，０６７㎜なんですけれども、

新幹線が１，４３５mm、サハリン州が１，０６７㎜なんですね。後で出てまいりますが、

ほかにインドネシアは１，０６７㎜のような気がいたします。中国は１，４３５㎜で、

これはヨーロッパと一緒です。ロシアが１，５２０㎜ということで、一番象徴的なのは

中国から中央アジアでロシア経由でヨーロッパに行こうとすると２回ゲージが変わって

しまってつながらないというような問題がございます。そういう意味ではシベリア鉄道

はロシアの中だけなんですけれども、ロシアでつながっているのですが、やはりロシア

領土を出たところでゲージが変わると、こういうのが象徴的な国境問題でございます。 

 ５ページにアジアハイウェイの概要がございます。アジアハイウェイと称するもので

もこういう形でネットワークをつくっていこうということですが、中国の部分はピンク

色になってございます。これは Potential Asian Highway Route と書いてございまして、

中国の横ルートをアジアハイウェイはノミネートしてないようですが、縦の線、北京か

ら広州に行くこのルートがアジアハイウェイになっていると聞いております。 

  ここで見ていただきたいのは、右側に具体的な整備内容の中の上から３つ目の「・」

ですが、国境通過の簡素化というものをこのアジアハイウェイプロジェクトの中に入れ

ておるということでございます。 
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 さらに、「・」を４つほど下っていただきますと、沿道の観光振興に関する活動とい

うのもこのプロジェクトに入っているという点が特徴でございます。 

 １ページめくっていただきますと、これは ESCAP でございますが、国連によるトラン

スアジアレールウェイ構想の原案のコピーを載せてございます。これも Track Gauges

のサイズが、ちょっとわかりにくいのですが、色分けされてございます。 

  ７ページですが、これはＥＵにおける TEN-T(Trans-European Transport Network)の

概要がございます。次のページに地図があるのですが、TEN-T において、優先プロジェ

クトというのがございまして、それをざっと書き出しておりますけれども、要は鉄道の

プロジェクトが非常に多いと。道路についてはこの３プロジェクト、マルチモーダルが

この２つ。海のモーターウェイという名前になっておりますけれども、次のページで申

し上げますが、要はヨーロッパを取り巻く海上に海のモーターウェイをつくろうと。そ

れから、空港が、Malpensa 空港がどういうわけか１つ入っております。それから、人工

衛星が入っておりまして、Galileo 計画が入っている。それから内陸水運とこういうよ

うな形になってございます。 

 めくっていただきますと、それが地図に落ちております。ちょっとこれは見にくいの

ですが、海の上、これ薄くて見えないのですが、21という記号がついておるのが海のモ

ーターウェイ計画でございまして、要は地中海、ジブラルタル海峡を出て、北海、大西

洋を洋上から結ぶ物流ルート。それから、赤は全体は大半をなす鉄道のルートでござい

ます。内陸水路と書いておるものがございまして、これは黒海から 18と書いた薄い水

色で塗られたルートですが、ずっと黒海から北海まで抜けられるような形になっている

ような感じです。こういったものですとか、27のルートのように、鉄道でずっと北上い

たしまして、ＥＵを南北を結ぶというようなルートですが、こういったものが優先プロ

ジェクトに選ばれているということでございます。 

 ９ページですが、ＥＵにおける国家間の交通に関する制度の共通化というようなもの

がございます。左側の欄ですが、例えば海運ですと、当然ＥＵではありますが、別々の

国でありますので、国内海運を外国の船会社に基本的には公開しないカボタージュとい

うのがあるのですが、カボタージュについて、基本的にＥＵ内では参入が自由化されて

いると。それから、危険物とか汚染物の輸送船舶の最低要件は共通化するとか、海上交

通の監視とか情報システムについても共通のものを構築すると。 
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 道路につきましても、わかりにくいのですが、最大容量重量の最低値というのは、要

するにどこの道路も基本的に総重量４４トンまでは最低走れるとこういう意味です。車

検の間隔の共通化。貨物の「共同体免許」制度の創設と書いてございますが、これはト

ラック輸送の事業者免許の共同体免許というのがあるということでございます。これを

取るとどこでも事業ができるというようなことでございます。それから、労働最低条件

も統一化すると。 

 鉄道につきましても、こういう共通の鉄道無線システムや運行制御システムを導入し

たり、鉄道会社に対する免許基準を規定したり、危険物輸送に対する安全基準の最低要

件を統一化すると。 

 域内でのＥＵ航空会社の参入も自由化する。 

 こういった形で、あたかも１つの国にかなり近い形で交通ネットワークが組まれてい

るということでございます。 

 これに引き比べるということで右側に日本を書いてございますけれども、当然アジア

では、基本的にカボタージュ規制がかなりありまして、中国がかなり緩めているという

ふうに聞いておりますけれども、このカボタージュ規制は非常に難しい問題でございま

す。基本的に各国の内航海運についてはその国の生命線なものですから、海外の船会社

に委ねることはナショナルセキュリティの問題があるという観点と、交通の円滑化の間

で便益があるということでございます。 

 それから、安全基準ですけれども、船舶の安全基準につきましても、例えば韓国など

は相当あいまいでありますし、インドネシアは全く安全基準は今のところないとか、な

いところが多いということでございます。 

 道路ですが、事前申請によって走れると書いておりますけれども、基本的に、前回ち

ょっとお話申し上げましたように相互乗入れはアジアではできないのが原則でございま

す。ただ、例外的に、例えば日本の活魚車、魚を生きたまま運べる水槽を持ったトラッ

クですが、これは韓国に入れるとか、そういう特例が幾つかあるだけでございます。 

 それから、鉄道網は見ていただきましたように軌道幅が相当違う。それから当然制御

システムが違う。事業者の免許条件も違うと、こういったことでございます。 

 航空も二国間協定で参入権をめぐっていろいろと交渉がされていると、こういったこ

とでございますので、日本とアジアの間に交通コリドーをつくるときに、こういったも
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のをどのくらい共通化できるかというのが非常に大きな課題かなということでございま

す。 

 １０ページから、我が国とアジアとの間の海上物流の状況について書いてございます。

左側の日本地図ですが、これは赤丸が北米航路、これを週２便以上持って、当然アジア

航路も持っているというところでございます。基本的にこれは三大湾、それから清水港

でございます。あと、博多港は北米航路を週２便以上持っているものですから青になっ

ていると。ほかのところは東アジア航路に週２便以上ということでございます。基本的

にこれはほとんど韓国と中国です。地方港は大体韓国２に対して中国航路１という割合

で混ざっておりますけれども、基本的には釜山、高雄だとか、そういったところへの航

路が地方港の緑色の部分でございます。 

 右側に国際コンテナ貨物の相手国別の貨物量が５年飛びに載っておりますが、これは

コンテナ流動調査で調べたものですが、要するに２００３年と１９９８年何が違うかと

いうと、中国が圧倒的に伸びているということでございます。 

 その下に中国以外のアジアがございますが、１９９３年で中国以外のアジアが全体の

５４％だったのが、５４％に対して９８年は６１％、２００３年は１０３、要するに１

０年間でアジアと中国の貨物が倍になっているということでございます。地域別にどの

くらいコンテナが発着しているか。これは港ではなくて、コンテナの発生、集中する地

域で分けたものですが、関東、それから中部圏が非常に多いということでございます。 

 １１ページに目で見ていただけるような形に落としておりますが、日本海沿岸諸港か

らコンテナ航路がどこにどう結ばれているかということでございまして、圧倒的に釜山

に行っているということでございます。 

 次のページは日本海の今見ていただきました港の外貿コンテナ貨物量の累計でござい

ます。平成７年に１５万ＴＥＵもなかったものが、平成１６年には４５万ＴＥＵ近くな

っておりまして、１０年間で３倍になっているというようなことが現状でございます。

もちろんそれは三大湾と北部港は非常に量が多くございまして、桁が違うわけでありま

すけれども、地方港は非常に増えている。特に新潟が増えているということでございま

す。 

 １３ページは、これは我が国の地方空港の国際航空路線の状況でございまして、緑色

が東アジアと書いております。これもソウル、上海、こういうあたりです。幾つか極東
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ロシア便があるということでありますし、ハワイ、グアムに飛んでいる線が幾つかある

というような感じでございます。 

 もう１ページめくっていただきますと、１４ページですが、日帰り可能交通圏という

話を、前回の委員会でリージョナルジェットのお話がございまして、ちょっと調べてみ

たのですが、例えばシンガポールですと、こういう旅行ができるという事例であります。

シンガポールに行って、一日仕事をして帰ってこられるところを選んだということでご

ざいまして、例えばバンコクからシンガポールに、これは１２時１５分に飛べば、１４

時半にはシンガポールに着きまして、そこで６時間半ほど仕事をして、夜２１時に飛べ

ば２３時には帰れると。夜が厳しいのですけれども、そういうことが可能であるという

ことです。時刻はシンガポールの現地時間でございます。ジャカルタですと、１２時２

５分に乗ると、２時にはシンガポールに着いて仕事をして、やはりお帰りは２３時、こ

ういうことでございます。こういったことがクアラルンプールも可能で、ある意味では

シンガポールを中心にしてタイ、マレーシア、インドネシアは日帰りビジネスが可能で

あるというエリアになっているということでございまして、うまく航空路線が設定され

れば、多分日本と中国の一部、韓国はこういうことが可能であろうということでござい

ます。 

 それから、ここから縦になっております。恐縮でございますけれども、総合物流施策

大綱が閣議決定されまして発表されました。ここでの議論ですが、一番上に青の丸囲い

で書いてございますが、東アジア域内物流の「準国内化」ということで、東アジアとの

我が国のやりとりが今までの日本国内の物流と同じようになっていると。これはアジア

に生産拠点なり、アジアの消費市場に対する日本が非常にリンクが強くなったというこ

とです。平成１３年につくりました大綱をこういったものに合わせてつくり直したとい

うのが今回の総合物流施策大綱でございます。２００９年の目標年次でございまして、

中身が点線に書いておりますように、環境にやさしい「グリーン物流」、スピーディで

シームレスかつ低廉な国際・国内一体となった物流の実現、国民生活の安全・安心を支

える物流システム、これはある意味では物流セキュリティの問題です。 

 下にありますように、ディマンドサイドを重視した効率的物流システムの実現。ここ

で言いたいのは、いわゆるサプライチェーンマネジメントですとか、そういう非常に質

の高い物流が求められておりまして、そういったものに対応するという意味でございま
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す。そういったことを実現するために、このプランに書いてあるような幾つかのプロジ

ェクトを書いておるということでございまして、ＤＯのところでは、物流関係者が連

携・協働するというような概念が書いてございまして、例えば荷主企業と物流企業の連

携・協働、地域の関係者の連携・協働、関係省庁の連携・協働というようなことでつく

られておりまして、フォローアップした上で、またそれを政策にフィードバックすると

いうような形でございます。 

 以降のページは、今申し上げましたような内容を書き出したものですので省かせてい

ただきます。 

○委員長 ありがとうございました。１０分ほど議論の時間にしたいと思いますが、い

かがでしょうか。 

○委員 「日本と他のアジア諸国間との交通に関する各種規制などの相違の例」という

のがありまして、カボタージュもあれば、道路の車体の制限の相違、その他いろいろあ

りますけれども、これはある程度共通化していこうというお考えがあるというふうにご

説明いただいたと考えてよろしいのでしょうか。この方向性としては、これを撤廃しな

がらシームレスにしていこうということですよね。 

○事務局 ちょっと申し上げ方が違うのかもしれませんですけれども、例えば日帰り交

通圏ですとか、翌日配達圏ですとか、こういった概念は今のヨーロッパにおけるビジネ

スの状況だとか、そういったものを映しているわけですから、そうするとハードも当然

いろんな形でリンクさせなければいけないけれども、それを支えるソフトの部分でこう

いう課題がありますねというような投げかけでございます。 

○委員 ＥＵの場合は、みんなでＥＵの１つの圏域をつくろうとしたわけですけれど、

アジアの場合は、例えば日本の片思いだったりするわけでしょうか。先方さんもそう思

っているんでしょうか。 

○事務局 ちょっとそれは、私、今のところ情報を持っていないのですが、幾つかの規

制でこういった規制を一方的に撤廃した方が得だと思ったことはやられるというふうに

聞いております。例えば中国はカボタージュを部分的に撤廃いたしまして、その方が中

国にとっては輸送力強化になるということですし、基本的にカボタージュというのは相

互主義でありまして、二国間でお互いに許し合うということはできるわけで、日本がカ

ボタージュに対して特例を持っているのはイギリスとデンマークだと思います。 
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○委員長 イギリスの方は日本国内で輸送していいということなんですか。 

○事務局 基本的にできるはずです。例えばデンマークは、マースクシーランド社が日

本にたくさん船来ていますね。あれはできるんです、カボタージュ上は。 

○委員長 できるんですか。 

○事務局 できるんです。ただ、ちゃんと船を登録してください、出してくださいとか、

そういったことだとか、実際港で船をいろいろと、例えば港湾運送事業等の調整の問題

とかあるものですからやってないと。 

○委員 トラックはどうなんですか。日本のトラックが、例えば鮮魚を積んだやつが、

韓国を走りますよね。韓国のやつは日本走れないわけでしょう。それが走れるという話

と走れないという話と両方あるんですけれども、実際はどうなんですか。 

○事務局 私、実は韓国フェリーを取材したことがあります。韓国フェリーから聞いた

話と国交省の中で聞いた話を合わせますと、基本的に乗用車は相互乗入れできるんだけ

れど、トラックは基本的にできないと。ただ、先ほど申しましたように、日本の活魚車

が韓国に行く必要があって、韓国にとってもそれはメリットだと。韓国にはそういう活

魚車を持っている業者が少ないということがあったものですから、そこだけ例外的に韓

国は日本の活魚車が入ることを許したというようなことはございます。最近それも韓国

フェリーで聞いたのですが、韓国で活魚車を持つ業者が増えてきたので、韓国の業者さ

んからかなり不満が出てきてやめるかもしれないという話が１つございます。 

 それと自動車は入れるのですが、日本の警察は韓国の車が日本で走れることを知らな

いと。したがいまして、韓国フェリーで下ろすときに、韓国フェリー株式会社の方から、

そういったことがありますよという、警察にとめられるときに見せるペーパーを渡して

いると、こう言っておりました。 

○委員長 この間の計画部会のときにも、さっきのシームレスアジアで議論が出たのは、

ヨーロッパはＥＵで、どちらかといったら陸上の中でのインテグレーションみたいなと

ころで意識しているんだけど、日本は東シナ海があって、南シナ海があって、海を介し

てのものであると。まず一義的には海のアジアのシームレス化だと。だけど、港と海の

間だけではやっぱりだめで、どちらかというと規模の経済よりはフリーケントサービス

とかハイスピードサービスでＲＯＲＯ船ということになっているから、そうすると今度

はシャーシーも一緒に使えなければいけない。要するに海と港から始まって、それはじ
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んわりと陸上につながっていくようなシームレス化だなという、そういう感じの議論だ

ったですね。 

○委員 ヨーロッパもＥＵが１５から２５に増えて距離感がアメリカ大陸と同じように

なってきていると思うんですね。リスボンからエストニアまで三千何キロじゃなかった

かと思うんですね。アメリカがちょうど西海岸に着いたコンテナを東海岸に運ぶために

ダブルスタック、トレインを利活用するように、ヨーロッパもこの距離帯だとトラック

で運ぶというよりも鉄道を使いたいと。そういう意味でインターモーダルという言い方

でトランス・ヨーロピアン・ネットワークをつくっていると思うんですよ。 

 その観点で言えば、アジアはインターモーダルの組み合わせが違うけれども、結局も

ともとトラックでは運べないわけだけれども、インターモーダルな仕組みで効率的に運

ぼうという意味では、ヨーロッパのこういう経験、徐々に自由化しながらネットワーク

も充実させていくというのは全く同じことであってお手本になると思います。そういう

意味で、今回もこれを勉強しましょうということで資料を出していただいているのはい

いことだと思うので。 

 それから、ＥＵだけでなくて、ＥＣＭＴというんですか、いろいろな枠組みがヨーロ

ッパにあって、ＩＳＯのヨーロッパ版のＣＥＮとか、いろんな機関が徐々に共通的に何

かやろうみたいな話を進めてきていると思うんです。特に大事なのは、トラック輸送な

どではＥＣＭＴが結構大きな力発揮して、さっきの共通免許の話言いましたけれども、

あれはどちらかというとＥＵではなくてＥＣＭＴだと思います。 

 そういういろんな組織が協調しながら、徐々に自由で効率的にやっていこうという仕

組みつくったというのは、学ぶことがたくさんあるような気がします。 

○委員長 ちょっとご意見伺いたいのですけれども、これもこの間のときに出た話なん

だけど、ブロックというのは、圏域を考える人たちが考えるわけなので、我々が知った

ことではないのですけれども、でもイメージしないと何とも言えないので勝手にイメー

ジするのですが、例えば部会長と話して、私も大体似た感覚なんだけど、例えば、三大

都市圏、札・仙・広・福、この辺がいわば面倒見る大きな町で、それを中心とするよう

なエリアがあると、北海道とか東北地方、関東、関東に新潟がくっついてという感じに

ぶつぶつとなります。少なくとも海運についてみれば、そういうところで、１個、拠点

的な重点の置かれるべき港湾があると。それがたった１個というよりは、例えば東京、

 - 31 -



横浜セットでそういうのも込みにしてなんだけど、それは従来の海運というのが極めて

大きな規模の経済が発揮される大型船のコンテナ輸送という感じなんだけど、これがさ

っきのＲＯＲＯ船みたいなのが登場してきて、しかも割合近距離の需要が伸びるわけだ

からＲＯＲＯ船の方が有利ですよね。そうなると、多分そのでかい港湾だけではなくて

ぽつらぽつらになりますよね。 

 そこでご意見聞きたいのは、飛行機なんですけど、一体ブロックが今みたいな大きさ

になったときに、アジアに対するゲートウェイとしての国際空港ですよね。例えば北海

道をイメージしたときに、それは千歳ですと、ほかはついでですという感じになるのか。

もうちょっとぽつらぽつら、ぱらぱらぱらとこういう感じになっていくのか、その辺は

どんな感じでいるんですか。 

○委員 それは市場のどのぐらいのボリュームを集められるかという話で決まると思う

のです。船の場合は輸送に日にちかかりますが、飛行機の場合は東アジアに日帰りでも

行ける部分が結構ある。その意味ではボリュームをまとめられるところは頻度を稼げる

からハブ化は進む。理想的には、札・仙・広・福では東アジアと結べるのではないかと

考えます。 

○委員長 それより下は。 

○委員 それ以下の需要しかない場合は、観光目的の国際チャ－タ－以外は頻度の面で

デメリットが大きく、使えないと思います。 

○委員長 例外的なのはあるにしても。 

○委員 ただ、今は二極化でしょう。成田と関空、中部もあるけど。その二極化の大き

な流れをブロック単位にもシフトできるのかがポイントで、地域ブロック単位で拠点し

て地域ブロックの国際空港機能を高める必要がある。その方法は何かが問われている。

エアラインにとって、国際空港議論のとき必ず出てくるのは国内フィーダー。国内フィ

－ダ－を国際空港にどのくらい集められるかがエアラインの勝負です。外国のエアライ

ンが、羽田と関空に入りたがるのはこの理由ですね。 

○委員長 ついでに聞いちゃうんですけど、例えば仙台空港なんていうのは、それなり

のマスメリットありますから、アジアの幾つかのところとつながることができるだろう

と。逆に庄内空港、これはアジアのあちこちでつながることは非常に困難であって、む

しろアジアのでかい町がつながる相手方になる、例えば大連とか。要するに向こうが大
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きくてこっちが細かいというケースと、こっちがそこそこ大きくて向こうが細かいのも

含めてつながっているというそのダブルのこういうような感じをイメージするんですね。 

○委員 地域いかん。東北は国際フィーダー路線になっていて、秋田も庄内も福島も含

めてインチョンなどにつながっている。仙台に吸収力がないのです。九州も同じ。北海

道では千歳に吸収力があり、北海道内をハック（ＨＡＣ）などの小さな飛行機を飛ばし

て千歳空港に需要を集めて、比較的大きなハブになり、東アジアの国際空港に対抗して

国際化できる可能性がある。東北や九州などがブロック内の需要を統合できず、各県の

空港からの国際フィーダーとして東アジアの国際空港に吸い取られるのが一番怖いです

ね。  

○委員長 どうもありがとうございました。 

○事務局 私ども計画部会を始めるときに、これまでの計画から非常に大きな転換をし

なければいけない。例えば飛行機についても、いわゆる五全総までというのは、欧米タ

イプで東京から大量輸送を大型機で飛ばしていた。それが東アジアという形に回帰した

ときには、少量輸送で頻度が高くて小型機と。この間もリージョナルジェットという話

もありましたけれども、もしパラダイムの転換ということがあった場合には成田、関空

の二極化というものから少しシフトする可能性があるのか、ないのかということを我々

は教えていただけたらありがたいと思っているんですけれども。 

○委員 リージョナルジェットのすばらしさは１００人＋２０００km以上。ジェット機

で２０００km飛べる小さな飛行機をブラジルやカナダなどで開発されたことが、リージ

ョナルジェットの時代を生んだのです。航続距離が魅力だったのです。北海道も含めて、

日本各地から２０００kmといったら東アジアの結構な場所まで行けますでしょう。我が

国では、大手エアラインがリージョナルジェットを保有しないため、一度、成田や関空

に出て、昔ながらので大型ジェットで東アジアに行っている。機材の革新が進んでリー

ジョナルジェットが着目された。それにローコストキャリアという市場の仕組みが付い

て、欧州やシンガポ－ルを拠点にして、盛んに使われているということですね。 

 機材側の新しい技術革新が、今後、どっちに進むのだと言われると、私は情報を持っ

てないのですが・・・。 

○委員長 どっちかといったら、規模の経済よりはネットワークの経済が効くようなつ

くりということですね。 
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○委員 リージョナルジェットに関しては、そのとおりと思います。 

○委員長 よろしいでしょうか。 

○委員 今ずっとシームレス化の話が続いているので、たまにはひねくれて発言するの

もいいかなと思ってちょっとお話しをしたいんですけれども、例えば、先ほどあった鉄

道のゲージの違いというのがありますね。あれはもともとの発端は意図的に変えたとい

うところもあるわけですよね。シームレスとは逆に。要するに戦争が起こったときに、

ほかの国の車両が入ってくることを阻止するためにあえて変えたということを考えると、

ＥＵがだんだんいろんな意味で鉄道に限らず一緒になってくるというのは、お互いに割

と利害が一致をした国同士であるからであって、まとまる方がいいだろうという判断の

もとにそういう政策をとったのでしょう。しかし、果たして東アジア諸国は利害が一致

しているかどうかというと、そうでもないような気がするわけですね。 

 そこで意図的にゲージを変える。道路だと左側通行、右側通行がたまたま東アジア諸

国でも混在しています。あれを統一した方がいいのかどうかという議論もそれに入るの

でしょう。ＥＵの例と全く同じように考えるのではなく、ちょっと違う見方もしておく

必要があると思います。安全保障上の問題から、シームレス化をどう考えるかという観

点を見落としてしまうのもちょっと危ないかなという気がするので、そのあたりも忘れ

ないでおくべきではないかという気はいたします。 

○委員 実は同じ議論なんですけれども、人の移動に関して東アジアにおけるシームレ

ス化というのが本当に可能かどうかというのが非常に危惧しているんですけれども、私

は人の移動というのは国家安全保障に非常につながる話なので、これをシームレス化す

るというのは極めていいことだと思うんですね。政治的な対立であったとしても、人の

移動、いわゆる大衆レベルの移動が極めて円滑に行われることによって結果的に政治的

な対立が捨象されていくという事例たくさんございますから、そういった意味で、私は

東アジアにおけるシームレス化、人の移動のシームレス化というのはどんどん進めるべ

きだというふうに思いますけれども、残念ながら、この間、経団連の観光部会で、例え

ば日・中・韓の観光会議をやろうというふうになってもなかなかできない。結果的にノ

ービザ化が進まないという中で非常にバリヤーが多いんですね。単にノービザ化の話だ

けでなくて、ついでに言うと、人の移動に絡むさまざまなソフトの共通化、あるいは標

準化というのが全く進まなくて、ご承知のとおりキャッシュカードが全く日本のやつが
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特殊なやつで外国では使えませんですね。 

 ですから、そういった意味でのソフトのシームレス化というのは、人の移動にとって

みると、極めて今は課題が多いのですけれども、必ず東アジア、アジアにおける日本の

位置づけの問題を必ずされますけれども、一部の方々は日米対アジアというような感じ

で、日米の連携の中でアジアを考えるべきだという議論が非常に根強いですね。ですか

ら、そういった意味での基本的な議論を本当にきちんとしておかないと、幾ら言っても、

私は物の移動は割合ビジネスライクにでき上がってくると思うんです。これはやむにや

まれず。ただ、人の移動は非常にそういった意味での基本的な概念をみんなでベクトル

を合わせておかないと絵にかいた餅になってしまうのではないかという感じがいたしま

す。 

 先ほど空港の話も出ましたけれども、今の空港、成田空港は別にしまして、今の空港

の能力からいったら、幾らでも人の輸送はできますけれども、この間も申し上げたＣＩ

Ｑの問題もありますし、一方でチャーター便の運航の問題、これが非常に日本の場合に

は難しいんですね。ですからヨーロッパというのは、はっきり言って、ヨーロッパの人

の移動がアジアの３倍ぐらいあるのは、観光でいうとほとんどチャーター便市場なんで

すね。そういったものを本当に中国と、例えば庄内空港でやるか、やらないか。今台湾

との間は、お互いに１００万：１００万になってきたのは定期便でなくてチャーター便

なんですね。能登空港に今台湾から１００便以上チャーター便入っていますから、ここ

はそういった意味でのソフトの問題について、それを容認するのだということを国土交

通省さんで考えられないと、幾ら民間サイドでやっても、ここは私は難しいような感じ

がしますけれども、ですから小泉首相が言うところの日米連携を基本にするのか、アジ

アの連携を基本にするか、そういったところになるような感じがするんですけれども。 

○委員長 ついでに聞くと、チャーター便を国土交通省が容認する、しないというご発

言あったのだけれども。 

○委員 チャーター便をやるには、１つは航空会社の機材の問題がありますし、外国の

先ほどのローコストキャリアなんかのチャーター便使った方がいいんですが、ＣＩＱと

いう入出国の実務の問題などがありまして簡単にはいかない。例えば能登空港でチャー

ター便が入って来ると、小松空港からその都度税関の職員が移動して、いちいち申請を

出して……。 

 - 35 -



○委員長 国交省というよりは違うところのやつ。 

○委員 ただ、航空行政は国交省なものですからなんですけれども、ですからそういっ

た意味でのいろんなバリヤーがまだまだたくさんあるということなんですけれども。 

○委員長 ありがとうございました。まだあるかもしれないのですが、ここで休憩とい

うことになっておりまして、５分休憩とらせていただいて、４５分まで休憩をします。 

                   休 憩
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                   再 開 

○委員長 それでは、お揃いですので、再開させていただこうと思います。 

 時間の配分はさっきと同じようにやりたいと思いますが、議論の時間を長めにとって、

そこで質疑の方が多分いいと思うので、ご配慮をいただけたらと思います。 

○委員 よろしくお願いいたします。 

パワーポイント映写 

◎ はじめに 

 「観光のソフトパワー」というのが気に入ったので最初に入れたのですが、日経新聞

にこの間ソフトパワーについての説明が載っていました。ソフトパワーとは要するに強

要したり、お金をで釣ったりということではなくて、魅力によって望む結果を得る力と

いうことのようです。美人だったら、脅さずお金も出さず全部望む結果を得られるので

しょうけれども。魅力的な国のバロメーターとして、アメリカなどでは留学生の数とか

ハリウッド映画の観客数なども使用しているそうですが、観光客の数、リピーターの数、

滞在日数なんていうのもバロメーターになるのではないかと思います。観光はソフトパ

ワーのバロメーターではないかと思います。 

◎ 国内観光の空洞化 

 国内観光の空洞化は、このスライドを消し忘れただけですので飛ばします。 

◎ ２１世紀はアジア観光の時代 

 今回テーマはアジア観光です。「２１世紀はアジア観光の時代」と、今さら私が繰り

返すこともないのですが、経済のサービス化により観光産業の役割が大きくなっており

ますし、経済効果も大きいし多くの雇用を生むと。労働集約型産業ですので、そのこと

はさんざん言われているとおりでございます。

 アジア圏内において非常に大きな拡大が見込まれているということも皆さんご存じの

とおりだと思います。２０２０年には１５億６，０００万人がアジア圏を訪れるといっ

た大幅な拡大が見込まれていると言われておりますが、アジア観光はアウトバンド、イ

ンバウンドの両面で躍進しているということが重要でございます。ですからアジアは日

本にとっては巨大な潜在需要を有するマーケットであると同時に、国際観光客をどっと

受け入れる国として、日本にとってはコンペティターである。マーケットでありコンペ
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ティターであるということです。 一般的に観光市場が成熟するとともに、域内観光が

増えてきまして、大体近場に行くようになってくるんです。これは今までの経験ですけ

れども。 

◎ 観光市場としてのアジア 

 観光統計にはインバウンドの数字がよく使われるのですが、アウトバウンドの数も興

味深いです。アウトバウンドの数字をみると、まだ相変わらずヨーロッパ客の数が多い

です。もともと先進国に海外旅行者が多いのですが、アジア旅行者の数も増えておりま

して、１９９０年を１００とすると倍以上になっています。ヨーロッパはもちろん増え

ていますけれども、５割増くらいです。 

◎ 国際観光総消費額 日本を追い上げる中国 

 国際観光総消費額はもちろんアジアにおきましては日本がトップです。大体３００億

ドル（３兆円）ぐらいなんですけれども、今、中国がどんどん伸びています。今は、海

外旅行に関するいろいろ規制がありますから、抑制されていますけれども、規制が外れ

ていけばどんどん日本を追い抜いていく存在になっていくということです。 

◎ 受け入れ国としてのアジア 

 今度はインバウンドの方ですけれども、これも９０年から２０００年の間でアジアは

倍になっております。 

◎ 受け入れ国としてのアジア インバウンド 

 何ごとにもアジアの数字を見せると、中国の躍進がめざましいわけですけれども、９

０年から ２０００年の１０年間に中国の国際観光客の到着数は３倍になっています。

インドネシアは２．３倍、韓国は１．７倍。どこの国もかなり伸びています。日本も小

泉政権になりましてから、インバウンド振興の政策を精力的に推し進めておりますので

伸びてきましたが、その前までは余りいい数字ではなかったわけです。 

◎ インバウンド・発地別シェア 域内の旅行が中心 

 そこでお手元の資料を見ていただければ、上から順番に地域の名前載っていると思い

ます。アジア太平洋地域は、東アジアであれ、東南アジアであれ、アジア域内を旅行し

ている人が一番多いんですね。 

◎ 日本の主要市場国のアジア訪問先 

 数字が古くて申し訳ないのですが、日本にとって一番大きい市場国というのは韓国、
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台湾、中国です。もちろんアメリカもありますけれども。その中で、中国の観光客は、

日本以外はどんなところへ行っているのかといいますと、今、結構大きく伸びているの

がベトナム、タイです。もちろん渡航先が制限されていますので、どこでも行けるわけ

ではないのですが、ヨーロッパではドイツ渡航への制限がとれましたのでドイツへの旅

行者数が増えています。台湾に関しましては、もちろん台湾は日本が好きですけれども、

香港に多数の旅行者が行っています。２００４年の数字が手元になくて、古くて申し訳

ないんですが、日本は相変わらず台湾市場で強いのですが、香港は強いです。 

◎ 韓国観光客の主なアジア訪問国 

 韓国からは、もちろん日本への旅行者数が多いのですが、中国に行く人も多いです。

要するに日本にとって中国は大のお客さんであると同時に、韓国のお客さんや台湾のお

客、アジアのお客さんを日本と取り合う存在でもあるということです。 

◎ 戦略的に観光に取組むアジア諸国 シンガポールの例 

 そのように、アジアの観光が加速度的に促進されている中にありまして、日本の観光

戦略は何となくいま一つ焦点がはっきりしない印象があります。一方、アジアの国はか

なり戦略的に観光に対して取り組んでいます。シンガポールの観光立国は非常に有名で

すけれども、１９９４年にツーリズム・アンリミデッドという政策を出しまして、世界

にシンガポールを売り込もう、あるいはシンガポールを世界売り込もうとういう政策で

す。要するにシンガポールに世界を呼び込むし、シンガポールを世界に広げていこうと

いうことで、この基本的な考えをもとに、９６年に「ツーリズム２１」という計画を作

りました。シンガポールはもともと観光地として都市の開発を進めてきました。もとも

と都市開発に観光の視点を入れていた国ですけれども、それをもう少し推し進めまして、 

国内１１のテーマゾーンというのをつくりまして、スポーツ、文化、自然、クルーズな

どの体験型観光を比較的重視しました。滞在を延長させて、なるたけ観光客にお金を落

としてもらうような仕組みづくりをしました。 

  それから、シンガポールを国際観光ビジネスの拠点としようと試みました。税制上

の優遇措置をして、国際的な観光企業の地域統括本部を誘致したのです。例えば私がお

りましたクラブメッドも、アジア地域の本部は、一時期は日本だったのですが、またシ

ンガポールに移してしまいました。ヒルトンやフォーシーズンスなど、世界的な観光関

連企業のアジア地区の本部をどんどん誘致して、誘致した企業にホテルとやショッピン
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グセンターなどの観光インフラを整備させました。ですから、シンガポールには観光的

な施設が整っていきました。 

 それから、おもろしいのは、シンガボールをアジア太平洋地区の観光ハブにすること

を目指したことです。多くのアジアの国は、アジア地区の観光ハブは自分の国だと言っ

ていますが。シンガポールに拠点を置く企業に対しては、国境を越えた観光投資をする

のです。シンガポールの近くにビンタン島という島があります。インドネシアの島なん

ですが、シンガポールから高速フェリーで４５分です。クラブメッドもそこにあります。

そのビンタン島にクラブメッドを始めとしていろいろなリゾートホテルをオープンさせ

まして、日本からも近畿日本鉄道なんかが進出していました。シンガポールにはリゾー

ト地がなく、都会だけなので、ビンタン島を取り込むことにより、リゾート＋都市観光

という観光を提供しようということです。考え方としては日本には借景というコンセプ

トがありますが、その考え方ににています。隣の庭をうまく利用しながら自分の観光地

に集客しようという考えです。 

◎ タイランドの例 

 タイの場合も、シンガポールと似ています。タイはエイズでかなり観光にダメージを

受けたものですから、非常に神経質になっているところもありまして、そういった目的

のツアー観光客は排除し、優良観光客の拡大をねらいました。観光客の長期滞在化を目

指すために、観光開発の質を向上させようということで随分文化振興に力を入れてきま

した。 

メコン河流域の広域観光を促進（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム、雲南

省との観光協力）していると聞いております。こういった連携や協力は観光だけに限り

ませんが。しかし、広域観光で他国と連携するが、旅行者はまずバンコクに入ってもら

いたい、自分のところに来てくれ、拠点はバンコクであるということです。 

 このタイにしても観光ハブを目指し、交通網を充実させ、コンベンションやスポーツ

大会のイベントなどの開催といったソフト面の充実も含めまして、世界じゅうから集客

しております。タイはプーケットのような世界有数のリゾート地を持っていますので、

インバウンド客の２５％近くはヨーロッパから集客しています。アメリカからも集客し

ています。アジア域内からの集客だけではありませんから、本当に国際的なディスティ

ネーションなのです。 
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 冬期にクラブメッドのプーケットに行きますと、十カ国語ぐらいのインフォメーショ

ンを目にします。英語、フランス語、イタリア語、中国語とそれぞれの言語のチラシが

用意されています。レストランの説明でも、スポーツ施設の使い方でも十カ国語で用意

されています。 

◎ 大交流時代に向けたアジア諸国は 

アジア諸国は観光を広域的にとらえようとしつつ、しかも、その中で自分のところを

ハブにしつつ、同時に他国の観光資源も取り入れつつ観光を魅力的に三次元的にしてい

こうと試みています。 

 また、国際観光ビジネスの拠点を目指して、観光関連企業をかなり誘致しています。

またアイデンティティーを強めるため、自国文化の保全とアピール、ここに非常に力を

入れています。 

 それから、空港です。アジア諸国の空港は立派で、日本の空港はアジアの空港に比べ

るとかなり見劣りします。そのた、観光の人材教育にも非常に力を入れています。 

◎ 国際観光における日本 不充分な国際競争力 

 そういう中にありまして、国際観光における日本の立場を見ますと、残念ながら十分

な競争力があるとは言いがたいところがあります。もちろん戦後の日本もとって、美し

さより機能、生活基盤より産業基盤と、腹は減って戦ができぬ、ということもあったの

でしょうけれども、美しい国土を喪失してしまいました。日本的景観もすくなくなって

きましたし、日本国のアピール力は強いとは言えません。 

 日本は、要するにアイデンティティーが強くないんです。アジアの国は非常に色彩が

強くて、国名を聞いただけでぱっとイメージが浮かぶのですが、日本というと、大江健

三郎さんが言ったような、「曖昧な日本の私」みたいなところがありまして、イメージ

が非常に曖昧である。それから、ビジュアル的にも日本をあらわすものがはっきりして

いないというのもあります。 

 格差是正、これが日本政府が長い間とってきた国土の方針でありますが、格差是正は、

ともすると地域特性や個性を消滅させ、地域の没個性化の原因になっています。住宅建

築はすべて大手のハウスメーカーの手によるものになってきて、どの地域に行っても、

同じ建築様式になりました。また地方は東京を模倣し、都市づくりは、プチ東京づくり

になってしまったことも、地域の個性減ってきたことの要因です。 
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 それと同時に観光政策も、アジアを視野に入れた国際観光政策というよりは、様々な

地方の力関係を考えてバランスをとったものという印象が強いです。ウエルカムプラン

２１の国際テーマ地区というのを一時設けておりましたけれども、このプランも地方間

のバランスをとったように見え。アジアの中にある日本の観光政策というよりは、どち

らかというと国内のバランスの方を優先している印象が否めないのです。それから、一

観光一地域というのも今言われていますけれども、一村一品、一観光一地域、あるいは

ここでも、どこでも、あなたも、私も、といったみんな一緒にやりましょう、というと

ころが日本の特徴ですが、これがなかなか観光振興には結びつきにくいのです。 

 それに、基本的な観光インフラの整備が不足しているのではないでしょうか。無駄と

いうのは省いた方がいいと思いますが、首都圏の空港のキャパはやはり足りないですし、

特に北関東の人は空港が遠くてかわいそうです。九州の北部には空港がいくつもあるの

に、関東には羽田と成田しかない。一方、余り使われてない地方港湾もいっぱいある。 

◎ アジアにおける国際都市東京の地位も随分低下しています。 

 ビジネスの拠点に、日本にアジア地区の観光関係の大きな企業が日本（東京）にある

というのも余り聞きません。 

 人材教育に関しても、これは国土とは関係ないのですけれども、観光教育、観光の学

科はあるのですけど、経営者向きの観光教育機関が日本には余りない。細かいことは教

えるんですけれども、マネージメントを教えるところがほとんどない。マネージメント

を教えられる人も余りいないです。 

 最近思うのですが、今までホテルやテーマパークなど観光関連施設の所有は国内資本、

運営は外資というのが一般的でした。例えばディズニーランドもそうですし、クラブメ

ッドもそうですね。クラブメッドの沖縄・石垣にある施設は、所有は日本生命、運営は

クラブメッドです。ところが最近逆転している例が増えてきました。ゴールドマンサッ

クスがどこどこの温泉旅館を買ったなどというニュースを耳にします。外資系の資本が

観光関係のプロパティを所有して、日本が引き続き運営しているというパターンになっ

ています。これは、私は余りいいパターンでないと思っております。 

 日本の観光関連企業の国際化はかなり遅れています。日本の航空会社はＪＡＬでもＡ

ＮＡでもお客様は日本人ばかりです。これはヨーロッパなどの航空会社にはあまりない

ことです。欧州キャリアの自国のマーケットは半分ぐらいじゃないですか。旅行会社も
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そうです。日本人だけを扱ってきましたし、これからも方針が変わりそうにありません。

国際競争の場に打って出るような観光関連企業は少ないですね。  

地方空港は不振でして、地方発国際路線、特にリゾート路線はどんどん減便されてい

ます。ＪＡＬは来年２００６年の春から地方発の国際路線を見直すようで、特にリゾー

ト路線は縮小方向にあります。 

 ヨーロッパの場合はリゾート地への旅行は全部チャーター利用なんですね。ビジネス

が定期便を利用するということです。日本ではリゾート地へのフライトでもチャーター

ではなく、通常の定期フライトを使っているので構造的になかなか利益が出づらいので

す。 

◎ 訪日観光振興は大都市から 競争力のある国際観光都市の確立 

 私は訪日観光振興というのは大都市からスタートすべきではないかと思うのです。競

争力のある国際観光都市をつくらない限り、アジア諸国に打ち勝つかことはなかなか難

しいと思います。といいますのは、世界の主要観光地はほとんど大都市ですし、しかも

都市づくりに常に観光の視点が入っています。 

 地方を公平に振興するためにあちこちに手をつける、それもだめだとは言いませんけ

れども、少なくとも個人で観光が可能なのは大都市だけという現実があるのです。要す

るにグループで行かない限り、ひとりで地方に行ったら言葉は通じない、交通手段はな

いということですから、半数以上が訪れる東京に観光振興のプライオリティがあるので

はないかと私は思います。大都市の中でも東京だと。 

 機能性と文化性を備えて、ヒト・モノ・カネが集まる競争力のある国であれば海外か

ら観光客も訪ねてくるのです。残念だったのはバブル期に観光をきちんとやらなかった

ことです。バブル期にインバウンドをもっとやっていれば、お客様はグンと増えたと思

います。日本を訪れたいと思う外国人は大勢いました。しかし、日本は当時日の出の勢

いでしたから、インバウンドなんか要らない、ＪＮＴＯをつぶせという意見すらあった

のです。非常にもったいなかったと思います。 

 国際観光振興には、空港の問題がもちろんあります。都市の文化の保全も課題です。

観光開発と文化振興をともにやってほしいと思います。歩行のための空間も情報も整備

してほしいです。 

◎地方都市はまず国際団体旅行の受け入れに注力 
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地方都市観光振興で既存ストックの有効活用 地方空港活用＆大型宿泊施設 

 大都市をまず頑張れということと、地方都市は国際団体客の受け入れというのに注力

すべきだと思います。個人客は難しいです。 たとえば、さっきお話が出ていました能

登、花巻などを例として、沖縄の石垣のクラブメッドもそうですが、チャーターをやっ

ています。大規模の宿泊施設があって、空港があるので、近い台湾からのチャーター、

あるいは韓国からのチャーター、韓国～台湾経由のチャーターということで団体集客に

注力しています。すべてのことに地方都市がやっていくことは難しいのですが、まずは

こういうことは考えてもいいのではないか。 

 石垣のクラブメッドは台湾のチャーターを今年の５月、６月に７往復やりまして、韓

国から客を乗せて、台湾でまた乗せて、石垣へ運んでバカンスを過ごしてから台湾～韓

国に戻します。これはなかなかいいというので、実は石垣のほかのところでもこのチャ

ーターをやろうということになり、そのために石垣空港に簡易ＣＩＱを建設しようとい

う案が出ています。予算を今申請中のようです。 

◎ 地方都市はまず国際団体旅行の受け入れに注力 港の活用：クルーズ、みなと観光 

 それから、クルーズも国際団体旅行の受け入れに向いています。アメリカは、インバ

ウンドの重点国になっていますが、アメリカマーケットをねらうならば、個人旅行はむ

ずかしいです。しかしクルーズ客は団体で来ますから、これは結構いけるのではないか

と思います。世界のクルーズ人口は１，０００万ですが、そのほとんどアメリカ人です。

アメリカ人はあらゆるデスティネーションに既に行ってしまっていて、次は中国へ行こ

うと思っています。そのときに寄港する国が必要なのですが、地理的にも日本が向いて

いるのではと思います。石垣も台湾からのクルーズ船を受け入れています。 

◎ 事例 クルーズ 石垣＝台湾 ２００４年 １３０００人の台湾クルーズ客 

 時間がないので、これで終わりますけれども、石垣にもクルーズが来ていまして、石

垣には７０万人ぐらい観光客が来るのですが、そのうち１０万ちょっとが、クルーズで

来ていますね。年によりますけれども台湾のお客さんが１万から２万近くいます。この

ように、地方は自分たちで相手の都市を見つけて中央を通さずに直接観光振興していけ

ばいいのではないかと思います。それにはチャーターとかクルーズは有効ではないかと

思われます。 

（パワーポイント映写終了） 
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○委員長 では、１５分くらい議論の時間にしたいと思います。 

○委員 大変興味深い話ありがとうございました。観光、特にアジアから日本への観光

ということを考えたときに、昔ながらの観光のイメージというのですか、例えば、中国

の人に京都、奈良見せたって喜ばないわけですよ、向こうの方が歴史ありますから、向

こうの人が来て、一番彼らの目が輝くのは買い物なんですよね。これは東南アジアから

の人たちもそうで、メイド・イン・ジャパン、最近はブランドだけでなくて、１００円

ショップに結構彼らは行ったりしているんですよ。実は１００円ショップはメイド・イ

ン・ジャパン多いんです。メイド・イン・チャイナやコリアもありますけど、結構メイ

ド・イン・ジャパンがあるんですね。 

 だから、日本が人を引きつけるためには観光資源の開発も重要だとは思うんですけれ

ども、それだけでなくて、メイド・イン・ジャパンがブランドであり続けるような生産

を続ける。要するに産業の空洞化を起こさないようにするということが１つ重要なので

はないかと思うんです。確かに物見遊山の観光というのもあるのですけれども、物見遊

山だけでなくてビジネスと何かを組み合わせるとか、そういうような結構組み合わせ型

の入り込み客というのは結構多いと思いますので、そういう人が一番喜ぶものをやはり

維持する必要があるし、ショッピングならショッピングをやりやすいような環境を、東

京なら東京につくるとか、そういうものが余りないですよね。デパートは日本人向けで

あるし、そういう何か新しいサービスみたいなものもあってしかるべきではないかとい

うふうに思いました。 

○委員 今、中国の団体客のようなマーケットに関しては、日本の旅行会社はそれほど

積極的ではないんですけれど、実は彼らが一番得意とするパターンのはずなんですよね。

それをやらないのはもったいないと思います。前に佐賀県のある委員会で聞いたのです

が、佐賀に台湾からのチャーターを呼んだとき、台湾客に空港にあるものを全部すべて

買い尽くされて何もなくなったと。また来てほしいと言っていましたけれど。 

このことは、私たちが昔、海外に行くと散々買い物をして、ウイスキー３本も下げて

帰ってきていましたが、そのこととイメージがほぼ重なるので、わかっているマーケッ

トなんですね。余り国土整備のこととは関係ないですけれど。ただ、能登にしても花巻

にしても石垣もそうですけど、いろんなところへ台湾からのチャーターあるんですが、

チャーターで海外から集客するために本当に頑張る人が地元にいるんですよ。ＣＩＱの
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問題から一人で全部交渉して。観光協会の会長さんだったり、個人企業の人だったりし

ますけれど、ＣＩＱのことで大変な苦労をさせられたり、いろいろな面で大変な目に遭

うんですけど、それでも一生懸命、一生懸命やって、チャーターを呼んできます。例え

ば花巻だったら、国際興業が持っている大型の宿泊施設が数件がありますから、台湾客

で埋めるわけですね。彼らは温泉好きなんですよ。勿論おみやげの世話もします。 

 この台湾客の誘致のように、各都市は中央を通さずに直接海外の都市へ乗り込んで誘

致活動をしているのですね。石垣のクラブメッドも同様です。クラブメッドの場合は台

湾と韓国にオフィスがあるので、そこから石垣にチャーターを送っています。マンダリ

ンという飛行機ですけれども、機材も小さくて１０８人乗りの何とかという、私も機材

のことはよく知らないんですけど、フォッカ何とかという。 

○事務局 フォッカ１００。 

○委員 有名なんですか。フォッカ１００型というのを飛ばしていて、これが結構よく

て、ことし１１月に台湾と石垣と頑張って、これからもチャーターを続けるというシン

ポジウムがあったらしいです。台北の下にある何とかという空港から、石垣まで今後も

う少し定期的というとまずいので、実質的に定期的に飛ばすようにやっていこうと。そ

のためにＣＩＱがないというか、石垣空港はご存じのように滑走路は１，５００ですか、

あそこは短くて、１，２００……。 

○委員長 都市型の観光でそこにやっていくという話とか、あるいはチャーターとかあ

るんだけど、それを民間のパワーで普通にマーケットで進んでいく面と、国土計画とし

て何かやっていくという面、その後者で言うと何をしたらいいんですか。 

○委員 難しいところですけれども、まずは、大都市は、例えば、到着したときから都

心に行くまでどうにかしてほしいですね。成田に着いたときから。 

○委員長 交通ですか。 

○委員 交通じゃなくて見た目。 

○委員長 見た目。 

○委員 『人は見た目が９割』という本がはやっていますけれども、国もそうですよね。

着いたときの最初の印象で決まるんですよね。マレーシアとかクアランプールとかきれ

いですよね。大したあれじゃないけど、空港から都心まできれいですよね。中国だって

悪くないですよね。日本は悲しいですよね。 
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○委員長 それは大変だ。 

○委員 景観がね。 

○委員長 引き算しても、引くのがたくさんだから、そうなると。 

○委員 引くところはたくさんありますね。それから、一般的に地方の航空とか港湾を

どうするというよりは、彼らにとってどこがマーケットになるかを考えてもらって、そ

れに合わせた整備はかなりフレキシブルにやっていただきたいですね。さっきおっしゃ

ったＣＩＱの問題がネックなんですね、国土だけでなくて。 

○委員長 物流のワンストップ化とか、ＣＩＱをと言うけど、旅客ではどうなんですか。 

○委員 ＣＩＱ会社みたいなのがあって、職員を派遣するみたいなものがないかと思う

んですよ。  

○委員長 外注化しちゃって、ＣＩＱの全部を兼任だというわけにいかんのか。 

○委員 私、そう思います。青森からカスタムを連れてきて、イミグレーションはこれ

から連れてきてと、花巻の人も苦労していましたから、ＣＩＱセットみたいな感じがあ

ればね。 

○委員長 こっちを外注化してもらった方が早いかもしれない。 

○委員 そういうのがあるといいなと思うんですね。 

○委員 観光のビジネスで、所有が国内資本で運営が外資だったのが、最近は所有が外

資というパターンも増えてきたと指摘されました。これはおもしろいことだし、私はい

いことではないかと思うんです。どちらかというと過去にはネガティブにとらえていた

と思うんですけれども、先ほどの物流の話でもシームレス化みたいなこと、基盤をどう

やって使っていこうかといったことを考えるときに、それを上手に使える人がオペレー

ションすべきだと思います。日本も製造業が中国に行くときに日本の物流事業者が行っ

て、それで大分中国も規制が緩まってきて、外資１００％でそういった事業もできるよ

うになってきた。向こうの人と協力しながら日系企業がやるというようなことがあれば、

一気通貫で物が運べる。 

 例えば観光客、韓国の観光客の方が日本でゴルフしやすいように、九州あたりで韓国

資本によるゴルフ場なんかが大分出てきていて、オペレーションも韓国の方がされてい

るのでしょうか。そういうふうな傾向をどういうふうに評価するのか。お考えでは日本

が所有した方がいいという理由があるんですか。 
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○委員 日本が所有して、要するに雇い入れるといったら変ですけど、そういうかたち

がいいかのではと思っています。なぜかといいますと、プーケットにしてもバリ島にし

てもビンタン島にしても、所有と運営を分ける上下分離方式です。上はいろんな国から

集めるわけですね。欲しいところを集めるわけですよ。 

○委員 上というのはオペレーションする人ですか。 

○委員 オペレーションする人です。例えば、あるヌサドアビーチをリゾート地にした

いと思えば、ヌサドアの土地は何んとか言う観光公社がオーナーで、上には、まずフラ

ンスのクラブメッドを誘致し、それから次々に様々な国のホテルを誘致しました。誘致

したホテルに、それぞれの国の客がついてくるわけですよね。例えばドイツ人が多いホ

テルを持ってくる、日本人が多いホテルを持ってくるということで国際的なリゾート開

発が出来上がる。そういうことができると思うんですよ。土地というか、下の部分は地

元が所有して、誰を呼ぶかこっちが選ぶ、その方式の方がいいと思うんです。そうじゃ

なくて、外資が下を買ってしまわれると、地元が選べないんですね。 

○委員長 観光資源というのはその国にとっての国民的コモンズであって、それを切り

売りするのでなくて、プロパティは我々のものなんだけれども、そこをオペレーション

してねという感覚ですね。 

○委員 規制も、ある程度必要です。例えばスペースもこれぐらいのもので、建物はこ

のぐらいの高さ、施設のタイプはこんなものだけ、ここにはスペイン風の施設を誘致し

よう、ここには日本人向きの施設を入れよう、そのようにしてきれいなリゾート地でき

るのですけれども、日本の場合はそうじゃないんですよね。運営はみんな日本企業で、

それも大体似た運営なんです。上物は似ていて、下はばらばら。これは私はあまり営業

的によくないと思うんです。 

○委員長 後で共通の時間とりたいので、このくらいにして次へ行かせていただきます。

どうもありがとうございました。 

○委員 私、過去２回、学会と海外出張で出られませんで、今回初めてなので、これま

での議論わかっておりませんので、とんちんかんなことを申し上げるかもしれませんけ

れども、お許しいただきたいと思います。大体１０分ぐらいというお話だったので、短

くなるようにつくってきましたので、多分そんな時間かからないと思います。 

パワーポイント映写 
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◎ 将来の国土形成に向けた情報通信基盤整備の役割 

 私のプレゼンテーションは、「将来の国土形成に向けた情報通信基盤整備の役割」と

いうタイトルをつけたのですが、中身はそうなっているかというと、何とも言えないの

ですが、スライド十数枚ございまして、前半数枚が大きい字で書いてあるやつで、後半

はこの議論に使うための若干の補足的な資料をくっつけてございます。前半の方で主に

お話しをさせていただきたいと思います。 

◎ わが国をめぐる諸条件 

 私、情報通信の社会的なインパクトとかそういったことを研究しておりまして、今、

ご存じのとおり、情報通信インフラというのは急速に整備され、特に携帯電話、ブロー

ドバンドについて非常に注目を集めているところです。そういった新しいインフラがど

ういう影響を持つのか、あるいはどういう役割を持つのかということはこれから真剣に

考えなければいけないだろうなと思っております。その際にどういう条件を考えなけれ

ばいけないかということですが、これは恐らくこの委員会の中でも十分議論がされて今

さら言うべきことでもないのかもしれませんけれども、内的な条件、外的な条件といろ

いろございまして、例えば内的な条件で言うと、人口が減ったり少子高齢化の問題、あ

るいは予算、財政赤字の問題等々もございます。いろいろ議論されておりますように、

いろいろな地域格差が厳然として存在する。 

 それから、経済に目を向けますと、日本経済はこれは成熟した経済になっておりまし

て、昔のような高度成長は望むべくもない。安定成長というと、非常に聞こえはいいで

すけれども、安定なのか、それとも緩やかな後退なのかわかりませんけれども、そうい

う形になる。それに伴って雇用も余りぱっとしない。 

 さらに、そういったものが地域的に偏在をしておりまして、必ずしも完全な流通がな

されてない。 

 地方と中央政府の問題等々もございます。 

 外的な要件としては地球環境問題であるとか、先ほどから議論されているように、ア

ジアにおける日本のポジションとか国際競争力とか、そういったものがいろいろあるで

しょうということでございます。 

◎ 情報通信の役割 

 情報通信そのものがどういう役割を果たすべきかということなんですけれども、直接
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的には情報の流通、コミュニケーション能力を向上させる。これは我々みんな等しく恐

らく実感しているところでありまして、メール、携帯電話でエニータイム、エニーウェ

アで、どこでも、いつでも、通信ができると。つながっているということがある意味で

は非常に大きな要因になっておりまして、決して情報通信でつくられるネットワークと

いいますか、人のネットワーク、コミュニケーションネットワークというのは強い結び

つきではないんですね。何となくつながっているという程度の非常に弱い紐帯といいま

すけれども、弱い結びつきをそれでつくっている。この辺が実質の世界の人間のコミュ

ニケーションといいますか、人間のつながりとちょっと違うところでありまして、ただ、

いずれにしても、従来フェース・トゥ・フェースで行われていたコミュニケーションと

いうものが昨今のいろんな情報技術によって多様性が出てきたということだと思います。

特にブロードバンド、携帯電話というのはここのところで非常に注目を浴びていると。

それは非常に直接的な話であります。そういった情報の流通が効率化し、コミュニケー

ションが能力的に向上することによっていろんな効果が出てくるわけですね。 

 この国土基盤の整備の中でも、こういう間接的な効果を恐らく活用することになるの

だろうと思います。１つは、経済への貢献というのがあると思います。これはデジタル

エコノミーとか、そういった言葉で最近言われますけれども、従来の経済とは違う経済

活動、経済効率性への追求ができるようになっている。ＩＴの１つの貢献というのは生

産効率を向上させるということにあります。それからｅコマースのように新しい取引形

態も生まれてきている。 

 同時に地域においては、うまく情報発信をすることによって産業の振興等も図られて

いると。うまくいっているかどうかは別としてですけれども、そういう試みがあるとい

うことです。 

 我々の生活にもいろいろな変化がありまして、１つは、恐らくこの委員会のテーマの

１つである交通の利用に対するインパクトでありまして、交通に対しては代替的な効果

とか補完的な効果とか相乗的な効果とかいろいろ言われますけれども、つまるところは

交通が持っている機能を強化したり、交通が持っている問題点を補ったりすることが情

報通信によってできるようになってきている。例えば一例を挙げますと、テレワークと

いう勤務形態がありますけれども、これによって交通渋滞が減るとか、それに伴ってＣ

Ｏ２の排出が減るというようなこともあります。 
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 それから地域においては、これまで交通の整備が第一の優先課題だったと思うのです

けれども、均衡ある発展ということで、どこでも同じように交通網をつくることがこれ

までできたのかもしれませんけれども、先ほど引き算のという話がございましたけれど

も、これからはひょっとすると、あまねく同じような交通の整備はできなくなって、あ

るところに対しては非常に重点的に行うけれども、あるところに対してはそれができな

いという状況ができるかもしれません。そういう場合に情報インフラをうまく活用して、

そういう強いところ、弱いところを強弱をつけた交通インフラ整備のうまく機能を通信

によって代替することができるかもしれません。 

 それから、観光も最近は情報インフラがないと、情報発信しているところでないとお

客さんが来てくれないというようなことがあります。 

 防災、教育、医療等々での活用、行政、市民参加といった面でも情報通信の役割が増

えているということであります。 

◎ 情報通信の利点 

 情報通信の利点と書きましたけれども、１つの特徴だと思っています。これはまず１

番目に、ユニバーサル・サービスという概念がまずあります。これは今固定電話にかか

っている規制でありますが、ある程度低い価格ですべての国民が利用できるように供給

することが義務になっております。ユニバーサル・サービスであることによって全国ネ

ットの実は電話網が維持されているわけです。特に固定電話が今ユニバーサル・サービ

スの対象ではありますが、固定電話というのは、ご存じのとおり、今代替的な通信手段

がいろいろ出てきていますから、特に地方においては赤字なわけです。その赤字を補填

しようという仕組みがあるわけです。ただし、今後の議論においては、固定電話ではな

くて、将来的には携帯電話とかブロードバンドとか、そういったものもユニバーサル・

サービスの対象になる可能性もあります。これはわかりませんけれども、そういう可能

性もある。固定電話でなくても必ずしも構わない。それに国民が何らかの形で情報通信

にアクセスできればいいということです。 

 ２つ目の特徴は、整備コストが比較的安価である。特に交通網に比べると非常に安い

と考えていいと思うんです。今、全国規模でＦＴＴＨのネットワークがつくられていま

すけれども、あと残りどれぐらいコストをかけたら全国にそれが広げることができるか

というような推計もあるようであります。金額は推定としてはあるのですが、ここで出
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すといろいろとその数字がひとり歩きしてもいけませんので、ここでは申し上げません

けれども、交通の整備に比べると非常に安価であると言っていいと思います。 

 それから、世界的に見て情報通信というのはある意味でトレンドであります。私は

常々２０世紀においては交通が世の中を支えるインフラだったのだけれども、２１世紀

は情報通信がそういうインフラの役割を担うのだと申し上げているのですけれども、そ

ういうことを国土交通省で言うと怒られるのでここでは書きませんでしたけれども、世

界的なトレンドであることは確かであります。 

 その中で、今、日本はｅ－Ｊａｐａｎ、 ｕ－Ｊａｐａｎの計画のもとで、ｕ－Ｊａ

ｐａｎはまだこれからですけれども、２０００年の時点では遅れていたのですけれども、

今の時点になるとかなり最先進の方になってきました。そういう意味で比較優位を持っ

ているというふうに考えていいと思います。そういう意味ではアジアにおいてトップラ

ンナーになり得ると。韓国と並ぶところはあるのですけれども、なり得るということで

す。 

 それから、フレキシブルなサービスの供給が可能である。これは技術の変化が激しい

ので、いろんなサービスが比較的短期間で提供することができます。 

◎ 情報通信の特殊性 

 あと特殊性ということでちょっとお話ししたいのですけれども、これは情報通信イン

フラは、これは国がインフラを持っているわけではありませんで、民間がインフラをや

っている。当然ながら収益性をそこのところで追求しますし、いろんな効率性も発生す

るという意味でいいのですけれども、ただし、なかなか競争を維持することは困難であ

る。実際に固定電話の場合には多いときに８社あったのですが、現在では２社になって

いるし、ＦＴＴＨ回線のサービスの供給についても、関東では今５社から３社になった

りしています。 

 その中で、実際にアクセス（固定ネットワーク）を所有している事業者が非常に優位

であるということが確かでありまして、競争を維持することが非常に難しいわけですね。

片や収益性の追求ということがあるわけです。そうしますと、特に収益性に劣る地方の

ネットワークをどういうふうに維持するかということが非常に課題となってくるわけで

す。 

◎ 将来の課題 
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 そのためにどうしたらいいかということですが、１つは、民間でできることはなるべ

く民間でやった方がいいだろう。そのためには競争条件というものを整備する必要があ

る。 

 先ほどの観光の場合と非常に似ているのですけれども、その場合、インフラ部分とサ

ービスの部分は何らかの形で分離する必要があるかもしれない。私はそうするべきだと

思っています。今のようにインフラとサービスを１つの会社が提供するのではなくて、

インフラはインフラを持つ会社、これは私は国がやってもいいと思っていますけれども、

その上でイコールフィッテング、競争条件を等しくした企業がサービスを提供して、そ

の間で競争させるというような体制がやはり必要であろうと。インフラは社会基盤とし

て維持する必要がありますので、不採算の地域があれば、それはまさにこういう会議の

場で将来に向けて、そういった地域でのネットワークの維持、建設ということを考える

必要があるのだろうというふうに思います。 

 ４番目に、実はインフラの整備だけが不十分でありまして、先ほどのお話にもあった

ように、同時にアプリケーションとか、リテラシーを向上させるとか、セキュリティの

確保とか、そういったことがないとサイバー空間というのは無法地帯になるし、ケーオ

スの世界になってしまいます。やや、今そういう状態になりつつあるかもしれないんで

すけれども、それは何らかの形で交通整理をしなければいけない。 

 最後に情報通信はいろいろ使い方によって役に立つとは思うんですが、プラスの効果

だけではなくて、当然ながらマイナスの効果も認識する必要がある。特に今デジタルデ

ィバイドという格差のことを言っていますけれども、もともと例えば地域と都会ではデ

ィバイドがあるわけでありまして、そういったものをさらに助長する可能性もないとは

言えないわけですね。そういったことについては注意をする必要があるというふうに思

っています。 

パワーポイント映写終了 

 大体、以上でございます。 

○委員長  ご苦労さまでした。それでは議論をお願いします。 

○委員 途中で整備コストが交通に比べて比較的安価じゃないかというふうな話があり

ました。おもしろい問題を考えられているのかなというふうに思ったんですけれども、

交通と情報だと便益の出方が違うんだけれども、同程度のニーズを満たすためにコスト
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が安いと。そうすると社会基盤の整備戦略としてどちらを優先するかとかというふうな

話も問題としてつくれるということですか。 

○委員 なかなか交通と通信が同じ目的を持つことは難しいとは思うんですけれども、

ただ、恐らくこれから交通だけではなくて通信も同時に整備していく必要があるのだと

思うんですね。いろんな考え方がそこで考えられますので、いちがいにこうだというふ

うに言い切ることはできないのですけれども、先生がおっしゃったような枠組みですと、

交通と通信がある意味で代替的な役割を持っていて、同じような目的に同じように使う

ことができると、そういう前提で考えることもできるでしょうし、お互いに同時にあれ

ば、こんなことができますよという広い目的を想定することもできると思うのですが、

コストは単純に建設のコストということで、今ここではお話をしているんですけれども、

交通というのは１回つくると、それを何十年も使うことになると思うのですけど、情報

通信の場合にはどんどんリプレースもしていかなければいけないので、いちがいには安

価だというふうには言うことはできないかもしれないのですが、ただし、一般的に１回

とりあえずつくろうというときのコストは交通に比べれば安いということは言えると思

います。 

○委員 整備主体は民間と公共でちょっと違いますよね。そういうのは問題としてはど

ういうふうにつくったらいいのですか。 

○委員 コストの推定ということですか。 

○委員 今、社会資本の整備戦略として、公共のお金と民間のお金を組み合わせて、し

かも目的が微妙に重なっているような問題。 

○委員 交通のいわゆる公共のお金を使ってというのと、民間の情報通信と直接比較す

ることはできないと思うんですね。ただし、それぞれの特徴がありますから、情報通信

の場合には基本的には民間の力を使って、ただ、民間でできないところについては公

共・国が何らかのサポートをする必要があるのだろうなと。 

○委員長 そこで聞きたいんですけれども、交通の場合は確かにコストが、例えばキロ

当たりで計算すると実際高いですから、過疎地域にはとってもじゃないけどできないの

で公共サイドでやってくれとか、民間ではそんな長期間にわたってつくっていくリスク

は負えないからやってくれというのがあるんだけど、先生が言うようにコストが安いな

ら民間でやればよくて、それで僻地なんかもセットにしてやるという義務にすればいい
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わけでしょう。内部補助は、交通ではずっとやってきたのですね。それでもできなくな

って上下分離という話が出ているんだけど、通信のエリアではもう既に上下分離という

話が出ているんですか。下は国がやれと。 

○委員 それは私がここで言っているだけの話ですから、ただし、民間企業ですから、

民間企業の基本は競争原理導入だと思うんですね。競争するためにはやはり競争条件を

整える必要があるだろうというのが私の主張なんです。そのためには１つの会社がイン

フラとサービスを両方やっていて、ほかの会社がそのインフラを借りてサービスを提供

するという形が本当にいいのかどうかということは考えなければいけない。具体的に言

うと、名前出していいのかわかりませんけれども、ＮＴＴが全部持っているわけですね。

ほかの会社はＮＴＴのネットワークを借りた形でやっているわけです。今、ネットワー

クの開放とかということでいろんな規制がかかっているわけですけれども、いろんなア

プリビエーションかけているわけですけれども、将来的に特に不採算部分、不採算地域

のことを考えたときには誰もやりたがらないわけですから、現状はユニバーサル・サー

ビス基金という形で基金の発動をしているわけです。それは他の事業者からお金集めて

それで補填するという形にしているわけですね。ただし、それも基金の額がそこそこの

うちはいいと思うんですけれども、場合によってはそれが非常に多くなるかもしれない。

そうするとだれが維持するのだという話になってくる。民間企業ですから、だれもそん

なところやりたくないというのもあるわけですね。もうかるところだけやりたいという

のはあると思うんです。だけど、ユニバーサル・サービスである、特に山間僻地等、あ

るいは離島等で不採算のところをカバーしなければいけないというときには、それは何

らかの形で国がやる必要がある。 

○委員長 ここのところがちょっと飛んでいる気がしたんですけれども、そこのところ

でマージナルコストが高くてもそれが社会的なメリットがうんとあるなら、コストが高

いから何らかの公的支援となるのだけど、先生の論理は、基本的にはマージナルコスト

が安いというところからスタートしているから。 

○委員 安いというのは比較して安いという意味であって、決して単価として安いとは

私は思っていませんので、それなりの金額は必要になるわけです。特に人が住んでいな

いところにネットワークを引くわけですから……。 

○委員長 人が住んでいないところは要らないんでしょう。 
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○委員 住んでないというか、ほとんどそういうところ、でもつなげなければいけない

わけです。 

○委員長 ラインつなげないで、無線とかではいけないんですか。 

○委員 そういうのも当然技術としてはあります。 

○委員長 ですよね。聞こうと思ったのは、そのときに、例えば地震の被災なんていう

ところを調べたりするんだけど、要するに僻地で、例えば孤立して３日間とか７日間ぐ

らいは何とかしたいというのがあるんですよね。ところが電源がない、電源さえ何とか

すれば携帯電話使えるとか、しかし、局がないということがありますが、すべてそうし

たところにアンテナ１個つければ済むんでしょう。そのぐらいのことはエリアを持って

いる会社の義務としてやったっていい。つまりこの苦しい時代にそこまで国にやらせる

かということです。そこがちょっとよくわからなかったのと。 

 もう一つ伺おうと思うのは、デジタルディバイトは確かに重要な問題なんだけど、多

くの場合はそれはネットワーク側が行ってないから困っているのではなくて、末端の個

人がパソコン持っていませんとか、そういうことにはなれていませんという個人側のと

ころで、そこのところまでネットワーク側の何かというのはちょっと……。 

○委員 今のご質問から申し上げますと、リテラシーの問題だと思うんですね。それは

教育とか、そういったものがある程度必要になると思います。もちろんそれは国も教育

にお金かけなければいけないかもしれないですけれども。それから、最初の質問に戻り

まして、そこまで国がやらなければいけないのかという話ですけど、逆に言うとそこま

で民間がやらなければいけないのかという話にもなるんですね。 

○委員長 そうですね。カナダとかユーコン州とか、ああいうところはどうやってやる

んですか。 

○委員 海外の例はわかりませんけれども、ほとんどそういう地域は携帯電話とかそう

いったものだと思いますけれども。 

○委員 福島県に西会津という町がありまして、一番端っこなんですけれども、２，７

００所帯が全部ＣＡＴＶでつながっているんですね。ここは非常に自立した町なんです

けれども、町長さんと話していると、インフラは何がほしいかといったら生活道路も随

分できたけど、最後にほしいのは光ファイバーだというんですね。隣の柳津町までは光

ファイバーがつながっているけど、うちまで来ないんだと。ＮＴＴさんがつないでくれ
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ないと。だから、これは国でやってほしいというんですけど、私、問題はそれによって

何をするか。わずか８，０００人の町民に対して何をするかという議論がもう少しない

と、国がやるべきか、民間がやるべきかという議論にならないのではないかと。 

 それで、先ほどの先生のお話で、例えば情報通信が社会的なインパクトをどういうふ

うに持っているかということで、一番のポイントは人の移動を代替できるかどうか、私

もそう思うんです。人の移動を代替できる場合と代替できない場合がありますね。西会

津の町には、老人医療を全部遠隔モニターしようというのでＣＡＴＶで全部やっている

ので、そういった意味で診療所へ行く手間はないとか、そういった意味で人の移動を代

替する場合があり得るんですけれども、ですからそういった議論がもう少し行われた方

がいいのではないかなという感じが私はするんですけれども。 

○委員 きょうの付属資料の中にはどういうアプリケーションがあるかという資料もあ

るのですけれども、情報通信をうまく活用して、今代替することが非常に重要であると

いうふうにおっしゃっていただいたのですけれども、そういうものが重要であるならば、

それが発現するようなアプリケーションを一緒につくっていかないといけないというの

が、それも私の主張ではあるんですけれども、インフラだけではだめなんですね。それ

に伴って何らかのアプリケーションが必要なので、そのアプリケーションを何か、キラ

ーアプリケーションと言っていいのかもしれませんけれども、それは教育なのかもしれ

ない、医療なのかもしれない。そういったところで一緒にアプリケーションを開発して

いかないと、多分インフラだけつくっただけではだめである。そのインフラに伴うアプ

リケーションというのはなかなか民間ではできないかもしれないし、民間でもできるか

もしれない。それは何とも言えませんけれども、交通に代わり得るような、何かしらそ

ういったアプリケーションがあるならば、それは十分整備に値するのだろうというふう

には思うんですけれども。 

○委員 防災という観点からちょっと言わせていただきたいのですけれども、今は、例

えば山際の途中に１軒家がある、数軒家がある。そういったところも同じように砂防ダ

ムをつくって、命を守る、財産を守るというようなことをやっていて、それが後手後手

になっておったんですけれども、果たして１００万人住んでいるようなところと、さっ

きの８，０００という数字もありましたけれども、そういった山間僻地に住んでいる人

たちと同じような防災水準で今後同じように守っていけるのか。そこにそれだけ投資で
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きるかという問題あるんですね。 

 私は前回この話をさせていただいたのは、そういったところのハードの対策の水準と

いうのは、ある程度差が出ざるを得ないだろうと。しかし、それを補うだけのソフトウ

エアによる情報提供であるとか、防災情報とか、そういったものを充実していく必要が

あると思っているんですよ。そういった意味で、国がやるかどうかちょっとわかりませ

んが、自治体とかが中心になって、山間僻地に民間会社を入れられるようなところは、

情報インフラを整備して防災情報はしっかりと出すと。そのときに中身どうするのか、

インフラを整備して何をするのだという話ありましたけど、１つは私は防災情報という

のがあるのではないかと思うんですよ。その防災情報の中にも、地震とか水害とか土砂

災害とかいろんなことがあって、雨の情報とかいろいろあるわけですよ。一律にはその

中も決められないので、そういったところは地方の役所とかが情報の出し方とか考えれ

ばいいのであって、いろいろ使い方はあると思うんですよ。そういう意味では、ハード

ウエアを補完する意味での情報のそういった山間僻地での整備は、ハードは無理だけど、

ソフトの充実というのはあるのかなと思いましたけれども。 

○委員 まさに私申し上げたかったことはそういうことでございまして、その１つの例

を挙げていただきましてありがとうございます。例えばＧＰＳと組み合わせて防災情報、

例えば地盤がゆがんできたとか、そういうのがすぐわかるとか、そういったものも現実

には既に実用化されているような地域もございますので、そういうアプリケーションが

あれば、まさに先生がおっしゃったように、ものすごい金かけて砂防ダムつくらなくて

も、いいとは言いませんけれども、ある程度の代替はできるのではないかと思いますけ

れども。 

○委員長 そのハードの代替というところは私は異論がある程度あるんだけど、少なく

とも従来の情報系で防災系のというのは、ローカルのそれぞれのクローズした自治体が

やっている防災無線とかやっているんですら。それがもう少しさっきの話にあったよう

な、オープンスタイルのインターネット化すると。それは決して防災だけに使えるわけ

でなくていろんなのに使えると。そういうようなスタイルに置き換えてリプレースして

いくというのはすごく大きいと思うんですね。それをやることによって、恐らくは防災

上のことだけでなくて、通常のクォリティ・オブ・ライフも上がる。 

 ただ、そこで思うのは、国の財政以上に自治体の財政はむちゃくちゃですよね。だか
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ら、あまりそういうところに期待するよりは、一方で一部の通信事業者なんてすごくも

うけているという、情報産業の中でのドバブルの世界の中で、片やそういうことを許し

ながら、ここのところはお金がないから国に押しつけるというスタイルを一体情報産業

の中でのＣＳＲはどうなっているんだとか、議論のあるところだと思うんですよね。 

○委員 その辺はこの議論から外れるのかもしれないんですけれども、そういったこと

も当然考えなければいけないと思います。 

○委員長 どうもありがとうございました。 

 最後の話題提供に移ります。 

○委員 私は「インフラ・マネジメントのための課金」というタイトルで、プレゼンを

用意いたしました。 

パワーポイント映写 

◎ ディマンドサイドとサプライサイドをうまく調整しましょうという話が、先ほどの

この委員会の取りまとめのキーワードとして使われていましたけれども、短期的にはキ

ャパシティが決まっているわけですから、サプライサイドに合わせてディマンドサイド

を上手に調整するために課金を使うし、もちろんこの委員会の中心的なテーマである長

期的な基盤の整備ということに関して言えば、ちゃんとディマンドに合わせ適切にサプ

ライをしていく。キャパシティを決めていく。そのキャパシティに対してちゃんと責任

を持って負担をしてもらう。そのための仕組みとして課金が必要であると思います。一

人一人からちゃんとお金を渡して取り立てていくということです。 

◎ 背景と課題 

 これまでは、例えば道路について言えば、税で財源調達して、それをプールしたもの

で全国の整備をしていくということですけれども、課金には結構きめの細かい混雑緩和

とか交通ルート調整、環境改善、インターモーダルの整備財源確保、これはＥＵの場合

ですけれども、いろいろ目的が期待されてきている。 

 課金の技術もガソリン税だけではなくて、ＥＴＣでお金が取れます。ＧＰＳ、デジタ

コ、ＧＳＭ（携帯電話網）、ＡＮＰＲ（カメラでのナンバープレートの自動認識）とい

うのができるようになっていますから、ここが私一番強調したいところですけれども、

短期的、長期的にどのような理論、方法論で課金し、インフラを維持管理、更新すべき

かという問題を考えてみたいと思います。 
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◎ 料金、整備財源調達の理論 

 費用というのは、短期的な費用、長期的費用、固定費用、可変費用、外部費用、内部

費用というのがあるわけですけれども、道路利用者の車の使い方によって費用の出方が

異なる。その費用構造を押さえておかなければいけませんし、一方で、今、車を持って

いる人が、あるいはそれを使う人がどういうふうな形で負担をしているのか。有料道路

でどんな負担しているか、一般道路でどんな負担しているかというようなことですね。

混雑時と非混雑時で負担を違えるということもできます。 

使える理屈としては、短期的には、インフラのキャパシティが決まっているわけです

から、最初につくったときの費用は云々しないで、とりあえず１台の車が走るときにか

かる限界費用で料金を決めていったらどうだろうかという話が重要だと思います。長期

的にはもちろん最初のかかった費用を含めて負担していくような形にしていかないと、

ほかの地域に頼って私の町のキャパシティを増やしましょうというのはなかなかこれか

ら難しいわけで、むしろディマンドに合わせる、あるいは支払意志に合わせてキャパシ

ティを決めていくという理屈をつくらなければいけない。 

さらに、その短期の理屈と長期の理屈が一貫性を持っていなければいけない。長期の

ときは長期の理屈によってつくってもらって、できあがってから、短期の理屈で安くし

てもらわないと交通量が上がりませんよと。短期と長期ばらばらに都合のいい理屈でや

ろうとしてもそれは困ります。そこのところにコミットを求める方法論が大事で、そこ

ら辺はブロックごとに決めていいと思うんですけれども、整理が必要だと思います。 

◎ 料金、整備財源の調達の理論一政策 

 ということで、理屈の流れとしては、この４つをとりあえず書いています。まず、限

界費用説という流れの中で、外部費用を含めて料金を払ってもらいましょうというこの

縦の流れが強まっている。もちろん道路の費用を一般財源で賄うというのは難しいわけ

で、道路財源で一般財源を助けにいこうということがまさに言われている世の中ですか

ら、自分で最初の建設費用を含めて賄いなさいということになります。自分のことは自

分でちゃんと面倒見なさいといった総内部費用説のような横に行く動きというのは当然

あるわけですね。財源調達重視の流れです。そういう説に連動して幾つかの具体的なア

プリケーションが実施されてきていると思います。 

◎ 費用の種類 
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 簡単に費用というのは、交通量に関係しない固定費用と関係する可変費用、インフラ

管理者に発生する内部費用と、それ以外のものに発生する外部費用というＡ、Ｂ、Ｃ、

Ｄという４つのものを区別しておきたいと思います。右側の方のＢとＤ、これが限界費

用を考える場合に関係してきます。 

◎ 限界費用説、社会的限界費用説 

 道路サービスに規模の経済がある状態を考えたいと思います。これは供給に比べて需

要が少ないときというふうに言った方がわかりがいいと思いますけれども、需要曲線が

非常に低い。そういったときには、限界費用というのは安くなってしまうわけなので、

限界費用だけ取れば、それは資金不足となり、補助金が必要になってしまう。ほかから

持ってこなければいけません。ある意味でこれは短期的施策としてはしようがないかな

と。せっかくあるキャパシティを無駄にすることはありませんから、ちゃんとしっかり

使いましょう。 

 もちろん逆に大都市などで需要が非常に大きいときは、混雑の外部不経済が発生しま

すから、それは限界費用を取れば収入が上がってくるということになります。 

◎ 総内部費用説、総費用説 

 今度はＡ＋Ｂ、あるいはＡ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄということで、固定費用部分も取りましょう

ということになれば、それはインフラ管理者の収支均衡となりますけれども、短期的な

効率性は犠牲となる。ただ、ここで最初のＡという初期費用、あるいはＡ＋Ｂという初

期費用をどういう人にどれだけ分担させるのかといったことが問題になってきます。橋

を補強します、それはだれに負担してもらうのか、そういった少しややこしい問題が出

てくるということです。 

◎ 導入例 

 先ほどの絵に戻りますけれども、具体的に例でお話しした方がわかりやすいと思うん

ですけれども、例えば限界費用説では、この２～３年行っていました高速道路の料金割

引社会実験（ＤＳＲＣ）というのがあるかと思います。例えば高速道路が空いていて、

一般道路が混んでいるときに高速道路を安くして使ってもらいましょう。 

 社会的限界費用説ということではロンドンのロードプライシング（ＡＮＰＲ）みたい

なのが１つの例としてあると思います。 

 総内部費用説は、ドイツがこの１月から導入した大型車の対距離課金（ＧＰＳ／ＧＭ
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Ｓ（ＡＮＰＲチェック））というのがあるかもしれません。アメリカでコストアロケー

ション・スタディというのがずっと８０年代からされているわけですけれども、これは

大型車が負担が少ないのではないでしょうかということで始められました。インフラが

どんどん疲弊していく中で大型車により多く払ってもらうというふうなことが行われま

した。最近では燃費がいい車がどんどん出てきているので、走行距離に応じてかけた方

がいいのではないかということで、オレゴン州で対距離課金という実験（ＧＰＳ／ＤＳ

ＲＣ）が始まっています。 

 あと、スイスで行っている大型車距離課金というのは（ＤＳＲＣ／デジタコ（ＧＰＳ

チェック））、鉄道のトンネルをつくるために大型車に距離課金をかけようというふう

な話になっています。新しいＥＴＣとか自動的なナンバープレートの読み取りとか、そ

ういうものが使われているわけです。 

◎ 導入例 

 これは社会実験で広島で市内の２号線の大型車を対象としたもので、キャパシティの

余っている高速道路の方の料金を割り引いて、そちらの方にシフトさせたという例です

ね。 

 ロンドンのロードプライシングは、最近値上がりして乗用車は１，６００円払うこと

になりました。これが人々に受け入れられているということはまさに驚きなわけですね。

アウトバーンの大型車対距離課金は、道路の損傷コストということなんですけれども、

道路建設費を含む費用を負担させるということです。このＧＰＳを利用した本格課金と

いう意味では世界で初めての仕組みなので、これは注目に値します。イギリスもＧＰＳ

で対距離課金を導入しようとしていますし、ＥＵ全体でヨーロピアン・コミッションの

方針としてフレキシビリティに富んだＧＰＳ利用課金というのをヨーロッパ標準にしよ

うとしているところであります。 

 アメリカのコストアロケーション・スタディというのは長い伝統があるわけですけれ

ども、オレゴン州の対距離課金というのは車が走った距離をＧＰＳで計算して、どちら

か選べるわけですけれども、対距離課金で払った人はガソリンを買うときにガソリン税

が安くなるというような仕組みを検討しています。 

 ヨーロッパでインターモーダル財源プール制をとる理由は、道路というのは、本来正

しい課金と思われる限界費用（Ｂ＋Ｄ）に比べて、実際に払ってもらっているインフラ

 - 62 -



当事者が回収しようとしている（Ａ＋Ｂ）が安いので、アンダープライシングでオーバ

ーユースするのだと。 

 鉄道の場合は限界費用（Ｂ＋Ｄ）が安いのに、鉄道会社は（Ａ＋Ｂ）という初期費用

を回収しようとするから、オーバープライシングでアンダーユースになっている。だか

ら道路で課金をして、そのお金をプールして鉄道に回そうと、そういう考え方なんです

ね。 

 スイスはＥＵに入っているわけではないのですが、たまたまと言ったらいいのでしょ

うか、大型車距離課金収入の３分の２が鉄道投資に回っているということでこのインタ

ーモーダル財源プール制が実現していると私は思っているわけです。 

◎ 研究に値するテーマ 

 さて、いろいろなことを申し上げましたけれども、結局一体どういうふうに費用が生

じているのかということは意外に情報としてないんですね。それはちゃんと調べなけれ

ばいけない。だれがどういうふうに道路を建設したらいいのか、どういうふうに管理し

た方がより安上がりになるのかということ自体も、実は研究が始まったばかりだと思い

ます。 

 短期の料金政策、かかる費用だけ回収すればいいじゃないかという話と、長期のニー

ズに合わせて最適な道路網密度をつくっていこう。そしてそれを有料でつくるのか、無

料でつくるのか、どういう規格の道路をつくるのか。その地域の人に決めてもらってち

ゃんと払ってもらう。そういうふうな仕組みをうまく連動させなければいけないという

ことを思うわけなんですね。 

 一般的に規格の高い道路の方が交通量が多いですから、維持管理、更新の費用が高く

ても１台当たりに直すと規格の高い道路は安上がりです。規格の高い道路をなるべく使

ってもらう方法がいいだろうし、アメリカで州が建設する場合と、州よりも小さい自治

体が建設する場合でスケールメリットが大きいのか、それとも小さいところで建設した

方がきめ細かいニーズに対応できてより安上がりなのか、そんな研究も始まっています。 

◎ まとめ 

 ということで、早口になりましたけれども、当面の料金政策としてはもちろん短期的

な社会限界費用をかけて非混雑道路を値下げし、混雑道路を値上げする。 

 インフラ更新を視野に入れた長期的な負担ということでは、もちろん平均費用でお金
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をもらいましょう。受益に応じて負担させる仕組みを取り入れていかなければいけない

ということです。 

 以上です。 

パワーポイント映写終了 

○委員長 ありがとうございました。質問をお願いしたいと思います。 

○委員 地域ブロック別に変えたらどうという話をされておりましたが、それが道路公

団の民営化みたいな話とどういうふうに絡んでいるのですか。今、道路を例にあったん

ですけれども。 

○委員 もちろん地域、地域で決めていいことと、全国で決めなければいけないことあ

りますね。４４トンが通れるネットワーク、２５トンが通れるネットワークというのは

国が決めないとだめだと思うんですけれども、今、地域の高規格道路をどういう方法で

つくるのか。直轄の高速道路みたいなのがありましたね。そういう建設の方法は地域、

ブロック単位で決めてもいいのではないか。どういうふうなスピードでつくっていくか、

それに対してどういうふうに負担をしていくのか、当然組み合わせがいろいろ出てくる

わけですよね。それはそれぞれで決めてもいいかもしれないと思うんですね。 

○委員 わかりました。 

○委員長 ほかにどうですか。 

○委員 その線引きの場所は、私もはっきりわかって言っているわけではないですけれ

ども。 

○委員長 そういう国土の基盤のあり方としての圏域分けの話と、道路公団民営化の話、

あるいはＮＴＴが東西で２つなど、ちぐはぐなんですよね。それでブロックでいろいろ

物を考えましょうとなるとオーバーラッピング、どだい国土なんてオーバーラッピング

しているといえばしているんですけれども、そういうのはどう思われますか。 

○委員 それぞれ全部事情があって分割とかしたりしていて、それなりにまた競争する

とか、そういう別の意味でのメリットを求めてやっているのでしょうから、論理がちょ

っと違うんでしょうね。 

○委員長 その中では内部補助を認めて、その中で割合うまくいかないところとうまく

いくところをバランスとって供給しちゃおうというスタイルになっていますよね。 

○委員 そうですね。 
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○委員長 それとある種、こういう合理的な判断をしていく。この高速とこの一般道く

らいのローカルな大きさだと割合にできるんだけど、もうちょっと広いエリアの中で、

ここではオーバーチャージ、ここではアンダーチャージしてやるというのは、なかなか

そう簡単ではないですよね、うまく設計するのは。 

○委員 そうですね。ただ、もともと、国道だとか県道、市町村道だというふうな格付

けするということには、そういうもののネットワークを決める母体としての意思決定単

位となる政府を決めていると思うのです。だからそれは意思決定も財源もそういうとこ

ろで、ある意味首尾一貫させようというふうなことがわかりやすいのではないか。今は

国から補助金が入ったり、県から国へ負担金などがあるから、なかなかその単位に全部

お任せというわけにはいかないわけだけれども、だんだんそういうものが独立して、こ

の地域で決めていいことはこの地域で、そのかわりこの地域で全部お金を負担するとい

うことですね。 

 道路とほかの公共交通とどっちを選びますかという話だって、場合によっては地域で

決めていくことありますよね。バスで行くのか、乗合タクシーで行くのかということだ

ったらもっと小さくてもいいかもしれませんね。 

○委員長 ほかにいかがですか。先生、何かありますか。 

○委員 まさに今の点について、ここで発言することはこういう時期でいいのかどうか

わからないですけど、道路特定財源の話について、割と交通経済学をやっている人間が、

道路特定財源を一般財源にすることに余りいい顔しないことが多い。というのは、要す

るに今の高速道路料金と同じように、揮発油税もある意味で料金的なところがあると彼

らの多くは考えるのです。ですからそれは擬似的な市場を形成していて、本当に車が必

要で、使いたいと思うところでは自動的に税収が上がるから、当然それは道路をたくさ

ん欲しているというシグナルになるし、ある地域で余り揮発油税収入が上がらなければ、

そこはそれほど道路に対して価値を認めていないから、自動的に道路の整備の水準は低

くなっても当然だというシグナルを出していると考えるのです。そういう擬似的な市場

を実現するのが特定財源あるいは特別会計のいいところだと、そういうことを主張する

方々が多い。 

 それを考えると、ある意味ブロックに分けるというときも、それぞれ東京とか大阪の

ように、非常にそういう収入の高い、高速道路でいえば、料金収入が高いところはみん
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なが道路を使いたがっているから道路整備をいっぱいやって、手厚くしてあげて、道路

サービスを共有させてあげるべきであろうし、逆にブロック別にして需要の少ないとこ

ろにおいては、その地域はそれほど道路が使われていないのだから、道路の規格が多少

落ちたっていいし、道路の本数が比較的少なくても構わない。そういうそれぞれの地域

に応じたインフラの整備の仕方ができるというところが１つのいいところです。とする

と、今、たまたま特定財源の話をしましたけれども、ブロック別にそれぞれの地域の財

布に任せて、道路に限らず公共交通を含めた整備のあり方を考えるということが、地域

ごとの特色を出すという点でいい方法だというのは考えられると思います。 

○委員長 そのときのブロックを、もうちょっと広い意味での国土政策になると、住宅

政策から過疎地の対策を考えて、ブロックというのはでかい都市と地方部を抱えている

ような、そういうスタイルになりますよね。ところが、今のお話でいくと、例えば太平

洋ベルトのブロックと山の中だけのブロックと日本海側のブロックをつくると、山の中

はどだい交通量少ないですから、所得も相対的に低いとして、それで収入は入ってこな

いと。ほしくないんだから要らないよねとなる。 

 今の先生が言った意味でのブロック、つまりニーズに応じて収入は違っていいし、収

入が違えば、当然整備料は違っていいし、サービスも違っていいというのと、一方でこ

ういうふうな大分けをしながらサービスをしようというのはちょっと違うような感じも

して、さっきおっしゃったので、財源を確保するという線と効率的配分というのと、も

う一つは均衡発展というのは余りはやらないけど、その種のニーズが３つ目の軸として、

少なくとも課金というものにあったのではないかと思うんですけれども。 

○委員 例えばスイスの場合。これは北ヨーロッパから南ヨーロッパへトラックで走り

抜けたい人がいたときに、スイス内のネットワークが必要だということになります。そ

れは効率性の面でそこを通りたいわけですよね。ちゃんとそれに対しての負担能力もあ

って、多分相当高い課金を払って、その課金で、例えばトンネルなんかもつくれちゃう

ぐらいだから。それは均衡の問題としてではなくて、ちゃんと効率性の問題としてそう

いうところにもつくれる理屈あると思うんですよ、通り抜ける場所だって、広域の問題

として位置付ければいいですね。 

○委員 今のお話で、たまたま特定財源の例をお話しましたけれども、あまりそういう

税収が上がらないところだと、そのような地方でむだな道路をつくることはなくなって、
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都心で本当に必要な道路ができる。最近もガードレールが整備されないまま、車が突っ

込んで大事故になった話がありましたが、そういうように非常に貧弱な道路が都市や一

部の地方には多い。そういうところで効率的な配分ができるというのは指摘できると思

います。それから委員長がおっしゃったように、ただ、それだけではないというのも確

かです。要するに市場原理から見ただけで、あまり税収が上がらないようなところだと

道路は要らないのか。そういうことではなくて、そこにはトータルで考えるネットワー

ク効果もあるでしょうし、それから防災とか安全保障とか、そういう意味もあるので全

体的な視点で整備をしなくてはいけないものも一方にはあると思います。 

 だから、紋切り型に、地方だと税収のシグナルがたくさん出ていないから、そこはも

う要らないとか、都市は税収のシグナルがたくさん出ているからたくさんつくりましょ

うというだけではなくて、そこには外部性のような話があって、たとえば別に統一的な

規格の道路や他の交通を通さなくてはいけないこともあると思います。 

○委員長 ほかにはよろしいですか。 

○委員 日本では課金という施策が本当に合意できるんですか。 

○委員 我々ガソリン税という形で今払っているわけですね。 

○委員 全国統一ですよね。 

○委員 ええ。課金というのは本当に公平なんでしょうかといった問いがヨーロッパで

出てきて、それは道路でもいろいろな状況によって変化させ取った方がいいんじゃない

でしょうかというふうなことですね。ですから税金が増えるわけではなくて、払い方が

変わるわけだから、それは説明の仕方次第だと思うんですね。 

○委員 私はＪＲのとき、鉄道のピークロードブライシングを勉強してたのですが、国

土交通省さんも含めて合意に達しなくて、結果的にご承知のとおり、民鉄の一部でデー

タイムの回数券という、昼間ちょっと安いような回数券を導入してお茶を濁したという

ことがありましたけれども、例えば世界遺産に指定されたところに、今、入湯税じゃな

いけれども、それなりの利用者の負担を求めるべきだという議論があるのですが、それ

すら実はできないんですよね。知床にしても白神にしてもできないんです。 

○委員長 そうですか。 

○委員 非常に合意が難しいんですね。結局課金することによってお客様が減ってしま

うのではないかとか、ですからそういった意味の、自然を守るためにそれなりの財源が

 - 67 -



必要なのだという当たり前の議論が地方ではできないんですよね。ですから、それが本

当に熟していくかどうか、私は非常に気にはなっているんですけれども、ましていわん

や、なかなか交通規制にかかわるようなところまでいくかどうかですね。 

○委員長 私は常に官的に考えるので、結構いけると思うんだけど。 

○委員 日本も安かろう悪かろうじゃなくて、高いサービスを払って買うというふうに

していきたいですよね。 

○委員 私もそうなるべきだと思うんですよ。だから本当に施策として掲げるべきだと

思うんですが、客観的にはできてないですよね。 

○委員長 何年をもって早い、遅いというかしれないけど、確かに遅いといえば遅いで

すけど、だって道路の割引実験なんかも私も相当かかわっているけど、わずか３年前は

御法度ですよ。口にするのもいけなかった。それがあっという間にできるようになって、

あんなの安くしていると言っているけど、逆に言えば、こっちは高いよと言っているん

ですから、時間によっては。だから、いわば朝三暮四みたいなもので、こんなの時間の

問題で、払うべきところは高くてもいいねとなるのは当たり前だし、それに旅行の料金

なんて、ピークは高いし、夏とかお正月に旅館なんか泊まったらとんでもない値段でし

ょう。そういうのはみんな認めているから、私自身はいずれそういう方向には少しずつ

でもいくと思いますけど、それをエンカレッジするようなことをこういう場でも大いに

言った方がいいでしょうね。 

○委員 そうですね。 

○委員長 時間が来たので、どうもありがとうございました。 

 これで話題提供は、このくらいにさせていただきまして、あとは事務局から、その他

の話題ということでよろしいでしょうか。 

○事務局 事務局から連絡事項だけでございます。 

 次回の会合でございますが、第３回国土基盤専門委員会は明後日１１月２４日（木

曜）、明後日は２時間コースでございまして、６時からということでございます。残り

のプレゼンテーションをしていただくのと、私の方から若干の事務局の宿題事項をご説

明させていただくということでございます。場所は全く同じ場所でございます。この３

号館の１１階の共用会議室でございます。 

○委員長 こうやって話題提供いただいて、みんなで共通の認識になるべく近づけると

 - 68 -



いうたぐいは、次回で終わって、その次からはまとめる方向に行くということですね。 

○事務局 少しさらなる論点を整理させていただこうかと思っておりまして、今までい

ただいたご議論の中で深堀をするような論点がどこなのか、そのあたりをまた委員長と

ご相談させていただきまして、１２月の２日と６日の委員会ではお願いしたいというふ

うに考えております。 

○委員長 というと、状況はこういう方向に行くでしょう。検討すべき論点はこうです

という種類の世界と、それを踏まえると、結局国土形成の計画は何なのさという、何を

しろというのさ、そういうアクションのところと両方、だんだんこっちの方に向かって

いかないといけないですね。 

○事務局 年内は、特に１２月までは、あらゆるご議論を幅広くいただきたいというの

が当方のポリシーですので、そのような形で進めさせていただきますが、この辺、集中

して深堀の議論をいただきたいという部分がだんだん出てまいりましたので、その辺を

少し整理させていただきたいと思います。 

○委員長 それともう一つ、アジアの協力の方をやっている専門委員会、それから、自

立地方部の研究をやっている専門委員会、こちらとも大いにオーバーラッピングすると

ころがあるので、何かの格好で情報交換するようなことができないかなと思うんですけ

れども。 

○事務局 ２４日の明後日、ご案内といいますか、ご相談するつもりだったのですが、

年明けのスケジュールをそろそろまたご相談しようと思っております。１月以降、何回

か開かせていただきたいなと思っておるのですが、その中で今委員長がおっしゃいまし

た他の専門委員会と交流といいますか、合同といいますか、そういう催しも考えられな

いかなと思っておりまして、それも含めましてスケジュールを調整させていただきたい

と思います。 

 きょうの資料でございますが、そこにお置きいただければ、明後日、また、例えばこ

こにもう一度お持ちして、まとめて郵送させていただくことにさせていただくというこ

とにさせていただきたいと思いますし、明後日ご欠席の先生方には置いていただければ

郵送させていただきます。 

 以上をもちまして、第２回の専門委員会を閉会させていただきます。本日また３時間

コースで、特に３時間２０分コースになりまして、大変お疲れと思います。どうもあり
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がとうございました。 

○委員長 ありがとうございました。 

                   閉 会 
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